
第3回 「生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業に係る  

ガイドライン」策定に関する有識者・実務者会議  

議事次第  

平成20年10月10日（金）  

13：30′）15：30  
6 F共用第8会議室  

1．開会  

2．議事  

（1）こんにらは赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）・養育支援訪問  

事業に係るガイドライン素案 市町村意見照会回答について  

（2）①養育環境把握項目例  

②訪問者の研修プログラム例  

③支援の必要性を判断するための指標例  

④訪問支援者プロクラム例  

（3）その他  

3．事務連絡  

4．閉会   



資料1 
＿  生絶4か用字での全戸孟古間事業（こんにち捗赤ちゃん事業）・  

育児電探家庭訪問事業に係るポイド弓イン  

（素案）について  

第3国会雑時点での修正案  

ホキー 牽きわ う  
寿誓r 鰹正そコ’セす 考え方を例示i′含量誌  素案自治体意見照会直答 圭ぢもの  

はじめに  

1．事業の名称及び事業概要  

O「生後」か月までの全戸訪問事業」については、名称を「こんに ち  
は赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）」とする。   

なお、市町村において「生後1か月までの全戸訪問事業」等別の名称  
を用いることは差し支えない。  

○ こんにちは赤ちやん事業（乳児家庭全戸訪問事業）は、すべての乳  
児がいる家庭を訪問し、その居宅において様々な不安や悩みを聞き、子  
育て支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に  
対しては適切なサービス提供に結びつける広く一般を対象とした子育て  
支援事業である。  

O 「育児支援家庭訪問事業」については、名称を「養育支援訪問事  
業」とする。   

○ 養育支援訪問事業とは、養育支援が特に必要であると判断した家庭  
に対し、保健師等がその居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行  
うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保するための支援が特  
に必要な家庭に対して行われる事業である。   

2．ガイドラインの位置づけ  

O 「こんにちは赤ちやん事業（乳児家庭全戸訪問事業）」及び「養育  
支援訪問事業」については、子育て支援や支援が特に必要な家庭への対  
応を進める観点から、今後これらの事業の効果的な実施と全国的な普及  
を進めることが求められる。このため、本ガイドラインにおいて、これ  
らの事業の推進を図るよう、これらの事業を実施する場合にすべての市  
町村において少なくとも当面取り組むべき内容を定め、事業のあり方を  
明確にすることとした。各市町村においては、本ガイドラインを基本と  
して事業を実施するとともに、地域の実情に応じて本ガイドラインの内  
容を超えて一層の取組が行われることが期待される。  

○ こんにちは赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）は、乳児が  
いる 串家庭を訪問し、ナ薫・一雄L注がき併 その居  

∵ 
報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対しては適切なサービ  
ス提供に結びつける広〈一般を対象とした子育て支援事業である。  

「子育ての孤立化の防止」を入れておいた方がよい  

母子保健と児童福祉をともに対象としたガイドラインだとわかりにくいの  
ではないか  

本ガイドラインが市町村における事業実施の参考であるとともに、市町  
．〟＿ 1碩の「）くと こ明寸 諒現有碁技術的助言と 記て  

に修正すべきではないか   



こんにち鯵赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）・  

香青雲緩訊問事業に偏る椚イドライン（素案）   

こんにちは赤ちやん事業（乳児暴虐全戸訪問事業）  

1．事業目的   

○ すべての乳児がいる家庭を訪問し、その居宅において様々な不安や悩  
みを聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必  
要な家庭に対しては適切なサービス提供に結びつけることにより、子ども  
の健やかな育成を図ることを目的とする。   

2．対象者  

○ 原則として生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を事業の対象と  
する。ただし、生後4か月までの間に、健康診査等により乳児及びその保  
護者の状況が確認できており、対象家庭の都合等により生後4か月を経過  
して訪問せざるを得ない場合は対象として差し支えない。  

○乳児がいる巨  もプj家庭をt・t  

○ 原則として生後4か月与越そ1、までの乳児のいるすべての家庭を  
事業の対象とする。ただし、生後4か月←－建ろ・までの間に、健康  
診査等により乳児及びその保護者の状況廊確認できており、対象家  
庭の都合等により生後4か月を経過して訪問せざるを得ない場合は  
対象として差し支えない。  

なお、次の家庭については訪問の対象としないことで差し支えない  
が、②③に掲げる場合については、訪問の同意が得られないことや  
長期の里帰り出産等の状況自体が支援直が必要ごく1室性か高い可能  

なお、次の家庭については訪問の対象としないことで差し支えないが、②  
③に掲げる場合については、訪問の同意が得られないことや長期の里帰り  
出産等の状況自体が支援の必要性が高い可能性を示すものとして、支援が  
特に必要と認められる家庭に準ずる家庭と位置づけることとし、その後の  
対応については、r8．ケース対応会議における支援の必要性についての  
判断等」に基づき適切な対応を図ること。  

同意が得られないことだけで支援の必要性が高いと言えるないのでは  
ないか  
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も養育支援訪問事業の実施などにより、既に情報提供や養育環境の把握が  
できている場合  

②訪問の同意が得られず、改めて訪問の趣旨を説明し本事業の実施の働き  
かけを行ったにもかかわらず同意が得られない場合   

③子の入院や長期の里帰り出産等により生後4か月までには当該市町村の  
住居に子がいないと見込まれる場合  

長期の里帰り等で住所地以外で過こす乳児と保言隻者については、本事業が  
適切に行われるよう市町村間の連携を図るようにすること   

都道府県の実施する未熟児訪問指導の対象者については、本事業実施の隙  
には都道府県及ひ市町村の母子保健担当部署と十分な連携を図ることに留  
意する。また、条例により未熟児訪問指導を市町村か実施している場合には、  
本カイトラインの9 母子保健法に基つ〈訪問指導との整理に牽ずることとす  
る  

長期の里帰りケースに関する市町村間の連携に基づく実施について  

未熟児訪問指導の対象者について  

3．訪問時期等   

○ 対象乳児が生後4か月を迎えるまでの間に1回訪問することを原則と  
する。ただし、生後4か月までの間に、健康診査等により乳児及びその保  
護者の状況が確認できており、対象家庭の都合等により生後4か月を経過  
して訪問せざるを得ない場合は、少なくとも経過後1か月以内に訪問する  
ことが望ましい。  

なお、できる限り早期に訪問し支援を行うことが望ましいことから、  
市町村独自に早期の訪問時期を定めることが適当である。  

○ 対象乳児が生後4か月を迎えるまでの間に1回訪問することを原則とす  
る。ただし、生後4か月を迎えるまでの間に、健康診査等により乳児及びそ  
の保護者の状況が確認できており、対象家庭の都合等により生後4か月を  
経過して訪問せざるを得ない場合は、少なくとも経過後1か月以内に訪問す  
ることが望ましい。  

「生後4ケ月を迎えるまでの間に」「生後4ケ月までの間に」時期が明  

確でなくなる   



4．訪問者  

○ 訪問者については、保健師、助産師、看護師の他、保育士、母子保挺  
推進員、愛育班員、児童委員、母親クラブ、子育て経験者等から幅広く人  
材を発掘し、訪問者として登用して差し支えない。ただし、訪問に先立っ  
て、訪問の目的や内容、留意事項等について必要な研修（講習）を行うも  
のとする。  

なお、訪問者について市町村独自に専門職に限る等の資格要件を設けるこ  
とは差し支えない。   

5．実施内容  

○ 本章実は以下の内容を実施するものとする。   

① 育児に関する不安や悩みの聴取、相談   

星′ 子育て支援に関する情報提供  

③ 乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握  

④ 支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討、関係機関との連絡  
調整  

市町村の状況により実施状況が異なるため、具体的な例示は既lこ取り組んで  
いる市町村の取組を尊重できなくおそれもあることから、ガイドラインには明示  
しにくい。  

訪問者が専門職・非専門職それぞれの場合について、実施内容を具  
体的に提示した方がよい  

非専門職に姐毯への対応は難しいと考える  

非専Fl職が訪問する場合には心旦旦状況把握は難しいと考えられる  

心身の状況に関する相談については、必要な専門的支援につなげる等の  
対応を原則とする   

非専門職の心身の状況把握についてどのように考えるか  

訪問者の職種と実施内容について、役割分担を明確にするなどの対  
応が必要  

卜 和一舅竜山騰†重工筆掛～、1を≦    弓柿酢｛巨デ11≠ 対t‡I  ナナ㌧イ††  
rてL封バ桓キ明確十言イう・トり－紺ごi、 ㌔ニユ  

6．事業の実施における留意事項   

（1）事業の周知   

○ 事業を効果的に進めるためには事業の趣旨と内容及び訪問を受けるこ  
とのメリット等を周知させることが必要不可欠であり、母子健康手帳交付  
や出生届受理等の機会を活用して本事業の積極的な周知を図るとともに、  
事前に訪問日時の同意を得るよう調整する等、訪問を受けやすい環境づく  
りを進める。   

（2）支援の必要性と訪問者   

○ 市町村の母子保健担当部暑との連携の下、事前の情報を踏まえ、支援  
の必要性が高いと見込まれる家庭に対しては可能な限り保健師等の専門職  
が訪問する。  

（3）個人情報の保護と守秘義務  

○ 事業の実施を通じて、訪問者が知り得た個人情報の適切な管理や秘密  
の保持のため、以下の対応等により万全を期す。  

丑個人情報の管理や守秘義務についての規定を定め、これを事業の従事者  
に周知する。  

②特に訪問者に対しては、個人情報の管理や守秘義務について研修等を行  
い周知徹底する。  

3非常勤職員等の委嘱手続等においては、誓約書等を取り交わすことな  
ど、具体的措置を講じる。  

「事前に訪問日時の同意」事前に日程調整せずに訪問した方がよい  
ケースもある  

†事前に訪問日時の同意を得るよう調整する等、・・・」は、あくまで例示であ  
り、市町村の状況により判断さわるもの  

○ 市町村の母子保健担当部署との連携の下、事前の情報を踏まえ、支援  
の必要性が高いと見込まれる家庭に対しては可能な限り保健師等の専門  
職が・r声玉1「け早期し訪問する。  

ハイリスクケースにはできるだけ早く訪問すべきではないか   



7．実施方法  

（1）訪問の連絡調整  

○ 市町村からの情報に基づき対象家庭に個別に連絡をとり、親子の状況  
を優先した上で訪問日時を調整する。  

（2）訪問者の身分の提示  

○ 訪問の際は、身分証を提示するなどして市町村からの訪問者であるこ  
とを明確にする。  

（3）訪問に際しての留意事項  

○ 育児に関する不安や悩みの聴取、相談  

訪問の際は、親子の状態を最優先に考慮しながら話を進めるとともに、受  
容的な対応を心がける。  

○ 子育て支援に関する情報提供  

訪問の際は、地域子育て支援拠点事業等の実施場所一覧表を持参するなど  
により、子育てする上で必要と思われる、身近な地域での様々な子育て支  
援に関する情報を提供する。  

○ 養育環境等の把握   

訪問者は、訪問の際に葦育環境等の把握を行うこととし、養育環境の把握  
の方法や報告内容については、研修等の実施により十分に理解した上で訪  
問を実施する。  

アンケート方式にして、（個人情報もあるため）母親に記入してもらう方  
法をとっている   

訪問者職種により、把握内容が違うのではないか  

項目ごとに選択式にし記入しやすくするとよい  

奉告琵境の把握方法や項目については 各市町村の状況に畠わセて一言竿芹寸  
ろのてれここでは基本的な碩巨のみを例示すろ   

奈丁二 ∴ノ7一一・i方式の導År 項∈封－、l、i言すめl芙釈確を詣jjて｝て1と  
喜寿間者が遵抑 報告－？きぞ一指式を1土寺卜二とか禁鳥1t   

★自治体取組例＜資料1・2・3■4＞  

お母さん→養育者（）  

同居家族・育児家事の応援一相談相手・家の中の様子  
お母さん→養育者に変更した方がよい  

同居家族は構成も必要  

具体的な質問項目とし、はい・いいえで答えられるようなものがよい   

追加項目検討 相談できる人の有無  

情報提供の内容確認のためのチェック欄（何を説明したか）   
准l芽の子胃こ支揉情報提l声 ニ  
㈲ 子育て責指＋＋▲－とての紹イト缶二俣1謹皇（り圭明らト7毒  



8．ケース対応会議における支援の必要性についての判断等  

○ 訪問実施後、次の手順によりその後の支援の必要性を判断し、支援内  
容等を決定する。  

丑訪問者は、訪問結果について、訪問結果報告書に基づき市町村の担当部  
暑に報告する。  

②市町村担当部署においては、訪問者からの訪問結果に基づき、支援の必  
要性を検討すべき家庭についてケース対応会議を開催する。   

③ケース対応会議は、市町村担当者、市町村における母子保健担当者、児  
童福祉担当者等のほか、必要に応じて訪問者や養育支援訪問事業中核機関  
又は子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策協議会）調整機関  
（以下「調整機関」という。）の職員等が参加し開催する。   

④ケース対応会議においては、支援の必要性とその後の支援内容等につい  
て、以下の点に留意し決定する。  

ア 支援が必要な家庭については、養育支援訪問事業や母子保健事業等  
の具体的支援の必要性について検討し、その後の支援について引き継ぐ。  

イ 支援が特に必要と判断された家庭については、調整機関に連絡し、  
必要な支援内容等について協議する。   

り 訪問できなかった家庭については、引き続きその状況等の把握に努  
め、支援の必要性について検討した上で、必要に応じてア又はイの対応を  
行うご   

9．母子保健法に基づく訪問指導との関係  

継続して支援が必要なケースなど速やかに報告すべき場合について  
明記すべきではないか  

①訪問者は、訪問結果について、訪問結果報告書に基づき控l】′・、… 市町村  
の担当部署に報告する。  

ニラし一こ訪問できなひったかを把握すろことか重宝て亙り 」割こ対F己、を決机  
三‡′ことば難しし＼  

訪問できなかった家庭の状況をどのように、どこまで把握するのか  

○ 本事業はすべての乳児のいる家庭が対象であり、子育て支  
情報提供や必要なサービスにつなげるための養育環境等の把握  
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母子保健法に基づく訪問指導との整理がわかりにくい。  
母子保健法に基づく訪問指導をすでに全戸に対して実施している自治  
体もある。  

事業の整理とガイドラインの内容を今後さらに検討  
である。一方、母子保健法に基づく訪問指導は、母子保健の観点  
のある家庭を対象として、保健指導等を行う事業である。  

ら必要   

このように、両事業は法的な位置づけや、第一義的な目的は異なるもの  
の、いずれも新生児や乳児がいる家庭へのサポートを行うものであり、密  
接な関係にある。このため、効率的な事業実施の観点からも、母子保健法  
に基づく新生児訪問等や乳児に対する訪問指導を実施している市町村の判  
断により、これらの訪問指導等と併せて本事業を実施することとして差し  
支えない。  

○ なお、市町村の母子保健担当部暑との連携の下、事前の情報を踏ま  
え、支援の必要性が高いと見込まれる家庭に対しては可能な限り保健師等  
の専門職が訪問することとし、その際、母子保健法に基づく新生児訪問や  
乳児に対する訪問指導の必要性がある場合には、優先的に新生児訪問やこ  
れらの訪問指導を実施すべきである。  

全戸訪問が子育て支援の観点から実施されるものであることをもっと  
強調した方が母子保健法に基づく指導等との区分が明確になるので  
はないか。  

都迫府県の実施する未熟児訪問指導の対象者については、本尊業実施の際  
には都道府県及ひ市町村の母子保庭担当部署と十分な連携を図ることに留  
意する′▼また、条例により未熟児訪問指導を市町村が実施している場合には、  
本カイトラインの9 母子保健法に基づく訪問指導との整理に峯ずることとす  
る  

未熟児訪問に関する考え方が記述されていない   



10．訪問者の研修プログラム  

○ 必要な研修（講習〉 プログラムについては、各地域の実情に応じて研  
修内容を決めるものとし、家庭訪問に同行することや援助場面を想定した  
実技指導（ロールプレイング等）などを組み込み、訪問の内容及び質が一  
定に保てるよう努める必要がある。  

なお、専門資格を有する者については、各自の専門領域に関する部分  
について省略して差し支えない。  

★自治体取組例＜資料5・6＞  

直接対応しなくてもこの時期の母子の心身の状況に関するに関する研  
修が必要ではないか  

★観察のポイントの例示＜非専門職向けの観察のポイントを示している市  
町村はほとんどない＞  観察のポイントの例示があったほうがよい   

11．委託先について  

○ 事業の委託先としては、本手業を適切に行う観点から、少なくとも以  
下の要件を満たすことが必要である。   

①必要な研修を受講した訪問者を配置するなど、本事業を適正かつ円滑  
に遂行しうる人員を有している。   

②訪問者に対して、個人情報保護や守秘義務に関する研修を受講させ、  
本事業に係る個人情報の具休的な管理方法等についてもー定の規程を設け  
るなど、委託に係る事務に関して知り得た個人情報を適切に管理し、秘密  
を保持するために必要な措置を講じる。  

○ 市町村が事業を委託する場合においては、市町村が事業主体としての  
責任を果たす観点から、委託先との関係について、以下のような点に留意  
する。  
①委託先に対して、市町村からの必要十分な情報提供を行う。  

竃）市町村による委託先の事業実施状況の把握や指導等による適正な事業運  
営を確保する。  

○ なお、既に子育て支援拠点事業を実施している法人が本事業を併せて  
実施することは、地域の子育て家庭に対して多様な対応を図り、また、子  
育て支援活動のネットワーク化を図る等機能拡充に寄与すると考えられる  
ことから、このような法人に委託を進めることが望まれる。ただし、この  
場合においては、事業の実施に当たり、訪問結果の報告や検討について市  
町村の母子保健担当部署及び児童福祉担当部署との十分な連携に努めるべ  
きある。  



養育支楼訪問事業   

1＿ 事業目的   

○ 養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師等がその居  
宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適  
切な養育の実施を確保することを目的とする。  

2．事業内容  

○ この事業は、以下を基本として行うものとする。   

①支援が特に必要である者を対象とする。   

≧短期集中的に又はきめ細かに指導助言を行うなど、密度の濃い支援を  
行う。   

③対象者に積極的アプローチを行うものであり、適切な養育が行われる  
よう専門的支援を行う。   

④必要に応じて他制度と連携して行う。  

○このため、本事業については、具体的には次の類型を基本として実施す  
るものである。  

（1）乳児家庭等に対する短期集中支援型   

0 0歳児の保護者で積極的な支援が必要と認められる育児不安にある者  
や精神的に不安定な状態等で支援が特に必要な状況に陥っている者に対し  
て、自立して適切な養育を行うことができるようになることを目指し、例  
えば3ケ月間など短期・集中的な支援を行う。  

○ この場合、保健分野等他の専門的支援が必要となるときは、当該専門  
的支援を担う機関・部署のサービスにつなぎ、児童福祉と母子保健等複数  
の観点から支援を行う。  

（2）不適切な養育状態にある家庭等に対する中期支援型   

○ 食事、衣服、生活環境等について不適切な養育状態にある等、市町村  
や児童相談所による在宅支援ケースや児童が施設を退所し家庭復帰した後  
の保護者など生活面に配慮したきめ細かな支援が必要とされた者等に対し  
て、中期的な支援を念頭に、適切な児童の養育環境の維持及び家庭の養育  
力の向上を目指し、一定の目標・期限を設定した上で指導一助言等の支援  
を行う。  

○養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師隼責上善が  
その居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭  
の適切な養育の実施を確保することを目的とする。  

保健師だけの記載に①対応できない ②保育士や児童福祉司任用資  
格同等の者など多様な支援者を例示すべき  

○ この場合、保健分野等他の専門的支援が必要となるときは、車猛打庵  
壬．揉ち萎†を惇討し 当該専門的支援を担う機関・部署のサービスにつなぎ、  
児童福祉と母子保健等複数の観点から支援を行う。  

「支援内容・支援方針を検討する」を追加  

○ 食事、衣服、生活環境等について不適切な養育状態にある等、市町村や  
児童相談所による在宅支援ケースや児童が施設を退所し家庭復帰した後の  
保護者など生活面に配慮したきめ細かな支援が必要とされた者等に対して、  
中期的な支援を念頭に、関係機関と連携し こ適切な児童の養育環境の維持  
及び家庭の養育力の向上を目指し、一定の目標・期限を設定した上で指導・  
助言等の支援を行う。  

「関係機関との連携」追加   



3．中核機関  

○ この事業の中核となる機関「以下「中核機関」という〔）を定める。  
中核機関は、本事業による支援の進行管理や当該事業の対象者に対する他  
の支援との連絡調整を行う。  

中核機関と調整機関が別の機関であるとき、同一とすることでむしろ迅  
速な対応ができにくくなる  
迅速な対応後の中核機開への報告事例もあるのではないか  

中接掻潔と調整捷胃をあえて芸き分‡づているのは，猿橋さ4した各市町村の  
控況があるとの認識。調整鶴間や協議会び．jあり方のて夫の中で、市郎杭こ  
との特性を活かして実施して■いただくところ  

○ 事業の実施にあたっては、中核機関と子どもを守る地域ネットワーク  
（要保護児童対策地域協議会）（以下「ネットワーク」という。）調整機関（以  
下「調整機関」という。）がその連携に十分努めることが必要であそ≡ と 

ケース管理を効率的に行う観点からは、ネットワークが設置されている  
場合には、市郎打車両1巧守＝盲  中核旗日と認豊塩鼠を良・どぅる  
さ。よ動越呈三あ孟L  

○ 事業の実施にあたっては、中核機関と子どもを守る地域ネットワーク  
（要保護児童対策地域協言義会）（以下「ネットワーク」という。）調整機  

関（以下「調整機関」という。）がその連携に十分努めることが必要であ  
り、ケース管理を効率的に行う観点からは、ネットワークが設置されてい  
る場合には、中核機関と調整機関を同一とすることが適当である。  

4．対象者   

○この事業の対象者は、こんにちは赤ちやん事業（乳児家庭全戸訪問事  
業）の実施結果や母子保健事業、妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必  
要とする家庭に係る保健医療の連携体制に基づく情報提供及び関係機関か  
らの連絡・通告等により把握され、養育支援が特に必要であって、本事業  
による支援が必要と認められる家庭の児童及びその保護者とする。   

具体的には、例えば以下の家庭が考えられる。   

①望まない妊娠や若年の妊婦及び妊婦健診未受診等の妊娠期からの継続  
的な支援を特に必要とする家庭   

②出産後間もない時期（おおむね1年程度）の養育者が、育児ストレ  
ス、産後うつ、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して強い不  
安や孤立感等を抱える家庭   

【′…1食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭な  
ど、虐待のおそれやそのリスクを抱え、特に支援が必要と認められる家庭  

④児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により、児童が復帰した後  
の家庭   

中核機関が母子保健で調整機関が児童福祉で場所も違う場合の運用  
方法を具体的に例示してほしい  
体系的には整合性があってもタイムリーに機能しないおそれ  

市町村事業であり、国として一緒には判断てきなし、ところたか、乳児全戸訪問  
しこよし」把握された支援を特に必墓とする家庭への支援を充実させる必要かあ  
そことからも、乳児期の支援を実施することが当然期待される  

自治体で独自に年齢等を設定していることについて   



5．中核機関の役割  

（1）対象家庭の把握  

○ 対象者の把握については、以下のような経路から中核機関に情報提供  
が行われることが想定される。  

且にんにちは赤ちやん事業（乳児家庭全戸訪問事業）の実施結果や  
母子保健事業、妊娠■出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係  
る保健医療の連携休制に基づく情報提供  

②児童相談所等関係機関からのネットワーク調整機関への通知・通  
告等や中核機関への情報提供  

○ 中核機関は、①②等により把握された養育支援の必要性が認められる  
家庭について情報の収集を行う。  

（2）対象者の判断   

○中核機関は、本事業による訪問支援の対象者及び支援内容を決定する。  
この場合、必要に応じて調整機関や児童相談所と連携し、個別ケース検討  
会議を開催する等必要な検討を行う。   

○ 本事業の対象者は、一定の指標（チェックリスト）を参考に、支援が  
特に必要と認められる家庭の児童及びその養育者とする．。  

横寺錮ヱこ冥を行い 支樗の必蔓性を判断丁そ7ニタけセン：メンL亘付、、必要て∫チ  
声を極討し判断‾する  

痛詐取美甘丁二かけ訪問に二tし、て訪酎午致とてしてナ汗十ノ卜し∵止  

①育児支援家庭訪問事業 厚労省の示した指標例を活用している自  
治体  

②独自の評価内容方法を使っている自治体  

③アセスメントに関する指標や会議はなく、事業部署職員間の協議で  
決定している自治体   

④保健分野虐待予防リスクアセスメントを導入している自治体  ヰ曹音声訪i用事婁「」り曹鳩汗† ノj婚臼き責号汗   

祐矧二対応Tきる内谷を検討  
★自治体取組例＜資料7・8・9・10＞  

●アセスメントの変化がわかりにくい 危険度・重症度がわからない  
（尺度基準が示されていない）   

●より細かく示してほしい   

通院歴を追加されたい   

経…斉状況・地域との関係性   

産後うつに関するアセスメントを導入している自治体が多くある  

相談できる人の有無  

「非変動環境」は適切でない   

※指標例はあくまでも参考であり、各自治体によって地域の状況により工夫さ  
れたい。  



（3）支援の開始と支援内容等の決定方法  

○ 支援の開始にあたっては、中核機関において、具体的な援助目標の設  
定および支援の内容、期間、方法、支援者等について計画を策定し決定す  
る。   

○ この事業における支援内容は、支援が特に必要と判断された家庭に対  
する養育に関する専門的相談・支援であり、具体的には以下の内容を基本  
とする  

′壬ノ妊娠期からの継続的な支援を特に必要とする家庭等に対する安定  
した妊娠・出産・育児を迎えるための相談■支援  

さ出産後間もない時期（おおむね1年程度）の母子に対する育児不  
安の解消や養育技術の提供等のための相談・支援  

③不適切な養育状態にある家庭など、虐待のおそれやそのリスクを  
抱える家庭に対する養育環境の維持や子の発達保障等のための相談t支援  

④児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により児童が復帰した  
後の家庭等に対して家庭復帰が適切に行われるための相談・支援  

○ 産福期の育児支援や家事等については、4に定める支援が特に必要と  
認められる家庭に対して、一定の目標を設定し相談・支援の一環として実  
施するものとする。   

○ 上記せ及び（富りこついては3（ア）の短期集中支援型による支援を想定  
しており、この場合、原則として3か月以内の短い期間を設定しつつ、当  
該期間内に例えば週に複数回の訪問を行うなど、頻回に訪問支援を行うも  
のとする。   

○ 上記③及び④lこついては3（イ）の中期支援型による支援を想定して  
おり、この場合、6か月から1年程度の中期的目標を設定した上で、当面  
3か月を短期的目標として、定期的な訪問支援を行うとともに、目標の達  
成状況や養育環境の変化などを判断しつつ支援の見直しを行ってい〈もの  
とする。  

（4）支援の経過の把握  

○ 中核機関は、支援の経過について訪問支援者からの報告を受け、支援  
の実施や家庭の状況について把握する等支援経過についての進行管理を行  
う。また、支援経過の中で適時、訪問支援者の役割分担や支援上の課題に  
ついて確認する等、対象家庭や訪問支援者へのフォロー体制を確保する。   

○ 中核機関は、必要に応じて調整機関がネットワークの会議を開催する  
等の対応を求める。  

（5）支援の終結決定の判断  

○ 中核機関において、援助目標が達成されたかどうか、養育環境が改善  
されたかどうか等の支援後の評価を行い、支援の終結決定についても事業  
担当者、訪問支援者、関係機関等と協言義の上決定する。   

○ 本事業による支援を終結する場合においても、他の必要な支援につな  
げることや、必要に応じてその後の継続的な支援体制を確保する。  

○ 産裾期の育児支援や家事綾取等については、4に定める支援が特に必  
要と認められる家庭に対して、一定の目標を設定し相談・支援の一環として  
実施するものとする。  

家事等→家事援助とした方がよい   



6＿ 訪問支援者  

○ 訪問支援の実施者は、中核機関において立案された支援内容、方法、  
スケジュール等に基づき訪問支援を実施する⊂，  

（ア）産後うつ病、育てにくい子ども等複雑な問題を背景に抱えている家庭  
に対する具体的な育児支援に関する技術指導については、保健師、助産  
師、看護師、保育±、児童指導員等が実施する亡 

（イ）（ア）と併せて実施される育児、家事の援助については、子育てOB（経験  
者）、ヘルパー等が実施しても差し支えない。   

○ 訪問支援者は、必要な研修（講習）を受けるものとする。  

母子保健推進員、児童家庭相談担当者・児童福祉司等  幸吉間支援苫〔・ノ具体例∈∴ついてごこ茸で書き込く∴J■11乃  

訪問支援者の研修は必須となるのか   

専門職の場合は研修の必要はないと考えている自治体が多い  

雪子省こナ巽冤を薫韓つけモlブニ7±し専門車に：jいてlい十弧省略可能とす三   

尊門葺柁き有了るものに′」いては∴呑巨丑堰拝判掛疇に眉する部分については  
占≡害しても差L支えぢいものとすろ  

7．訪問支援者の研修プログラム   

○ 必要な研修（講習）プログラムについては、各地域の実情に応じて実  
施するものとし、実施に当たっては、家庭訪問に同行することや援助場面  
を想定した実技指導（ロールプレイング等）などを組み込み、訪問の内容  
及び賢が一定に保てるよう努める。  

専門資格を有するものについては、各自の専門領域に関する部分につ  
いては省略しても差し支えないものとする。また、支援経過の中で生じる  
様々な課題解決については、必要に応じ中核機関による訪問支援者への  
フォロー体制を整えることが必要である。  

専門職に研修は必要ないのか  

0羞            援壱研修プログラム例   

事筆申奉革年自鱒■予         車重   蕪鱒車料・垂7     衰奉  寧鱒  

ミュニケー∴              要義   、とコ∵ミュニ．                        古牢砕くとさ  

：至牽ニ      奉    ∴真   ぷ＝  肇簿斬    串 ．1  潜行草凄  
、力ばうい                 ；匂  らフも1て；、、     ニーt・  

い葦訴 海皇痙       姉鞠総頚      ′’鎚虔ノノぷ・            簿        一－＝＝ ＝            ．′i1  
Jシ∴二たさ．．  

あ  

★自治休取組例＜資料11＞  

≡周産期の母子の健康ヰどもの発育と発達  

産後うつに関する研修を受講している自治体が多い   

子育て支援に係る資源や制度なども入るとよい  

母子保健法に基づく訪問指導との関係がわかりにくい   

子育て支援に係る資源や制度  



8．個人情報の保護及び守秘義務  

○ 事業の実施を通じて、訪問支援者が知り得た個人情報の適切な管理や  
秘密の保持のため、以下の対応等により万全を期す。  

①個人情報の管理や守秘義務についての規定を定め、これを事業の従事者  
に周知するっ  

登時に訪問支援者に対しては、個人情報の管理や守秘義務について研修等  
を行い周知徹底する。  

喜一非常勤職員等の委嘱手続等においては、誓約書等を取り交わすことな  
ど、具体的措置を講じる。  

をネットワークが設置されている場合においては、訪問支援者をネット  
ワークの構成員とし、当該構現員としての守秘義務を課す。・   

9．委託先について  

○ 事業の委託先としては、本事業を適切に行う観点から、少なくとも以  
下の要件を満たすことが必要である。   

①必要な研修を受講した訪問者を配置するなど、本事業を適正かつ円滑  
に遂行しうる人員を有している。  

l≧・訪問者に対して、個人情報保護や守秘義務に関する研修を受講させ、  
本事業に係る個人情報の具体的な管理方法等についてもー定の規程を設け  
るなど、委託に係る事務に関して知り得た個人情報を適切に管理し、秘密  
を保持するために必要な措置を講じる。  

③本事業の対象者の状況に応じて、具体的な援助目標及び援助内容を決  
定できる等本事業のマネジメントのための体制を確保する。  

○ 市町村が事業を委託する場合においては、市町村が事業主体としての  
責任を果たす観点から、委託先との関係について、以下のような点に留意  
する。  

①委託先に対して、市町村からの必要十分な情報提供を行う。  

②市町村による委託先の事業実施状況の把握や指導等による適正な事業運  
営を確保する。   



訪問事業ガイドライン素案に関する市町村照会回答について  

●市町村照会回答 875自さ謝本 （9月10日まで）  

●ガイドラインの影響  市町村の実l嘗にあわせ実施できるようあまり制約のない形のガイドラインを  

ガイドラインによって市町村の取組が縛られたり支出が増えることには反対  

市町本願琵麒∈藁十の補完となるのか  

訪問者が専門職・非専P野裁とも同じガイドラインは問題ないか  

●こんにちは赤らやん事業（生後4ケ月までの全戸訪問事業）  

事業実施部署に関すること  

訪問対象  

母子保健で既に全戸訪問指導している  

里帰り先での訪問についての扱いについて明確化してほ∪い  

訪問できなかったときの対応についての記載がわかりにくい  

家庭に連絡が取れなしⅦ毒の対応について  

転出転入者の扱いについて  

対象者を家庭と捉えてよいか 訪問時に父や祖父母力牡「てくることが多い  

訪問以夕M功尤甜矧茎l義志虻）られるか 2ケ月のベビーサロン  

県保健所実施の未熟児訪問閑雲名指対象外としてよいか不明  

低出生体重児の保健師訪問も含めてよいか  

健吉多で問題がない家庭は訪問の必要がないのでは  

第1子とハイリスク家庭l諾折生児期」簑2子以降は2ケ月1用筆と訪問時期を分けるべき  

保健師・助産師等の有資格者と無資格者の役割分担を明確に記載することが必要  

自ミ甜本職員削減の中ではボランティアを活用し数Ⅰ司の訪問で育児不安が薄ら善＜ケースもある  

訪問者は保健師がよい 配置が不足している  

子育て支擾吉の訪問で断られたため非専門弼紆）訪問を取りやめた経緯がある  

母子保健推進員や母顆クラブの訪問l胡乱州簡醐慌護の関系から難しくなっている  

初回訪問は推進員2人で訪問しノこいる  

相談l胡毒別な講習や資格が必要で推進員では負担が大きい 有資格者でない場合  

心真の状招巴握を求めるのは無理  

個人情幸附こ関するトラブル防止のため予め喜茄訴託若己入してもらっている  

石刑妾をおこなったとしても個人情幸酎呆護上市町村職員以外の訪問は難ulのでは  

訪問同意を紙面で残しておく必要があるのではないか  

事前連結しない方が訪問しやすい地域もあるので限定しないでほしい  

事前連絡は時間と手間 養育貰廣旧屋のためにも直接訪問がよい  

妊娠屈指把帽の連絡先では変更が多く確認作業も力＼なりの事務量で‡聾屋困難   

訪問8韻月  

訪問者に関すること  

実施内容  

個人l焉幸尉呆護  

訪問調整  



養育環境の‡凹屋  相談相手の有無を追加  

観察項目を示してほじい  

既存の芸議で対応できるようにしてほしい  

担当者で芸喜義開催は日章芸歴璧任ulのでケース対応会議と協議会開催を一緒にできるとよい  

報告内容に訪問時の説明事項のチェックを入れた万がよい  

母子保健と子どもを守る地域ネットワークの連携力焉栗題  

児童虐待との位置つけ及び箇琵炎所との役割分担・連携について明記しノてほu＼  

産科医療機関からのl育幸尉訝共等連携がスムーズに行われることが必要  

母子保健法に基づく言澗旨導との主計系については効率的事業運営に必須項目で位置つけ必要  

母子保健法に基づく訪問との相違点をわかりやすく提示してほu＼  

訪問者の研修は都道府県で実施してほし人＼  

劃属者への研修琵矧ヒは厳し↓1  

市町村単位で石刑多プログラム組むことは講師予算上難u＼広域や県単位での研l茅を  

非専P≡耶引こ対して「字脚h＼身の状況の理解」を入れた汚がよい  

育児に関する悩みと不安の相談はかなりの研修が必要  

しつかりとした石刑宴を受けた者が訪問すべき  

事業実施に係る事務が増えることへの懸念  

委嘱契約書の例示を希望  

先進地での具体的な幸侵告事例を掲載すると参考になる  

非専P邪脚方問時の留意する点についてもう少し詳しく  

ケース対応会議について  

訪問糸諜報告について   

連携の問題  

母子保隠去に碁つく訪問指導と  

の関一系等  

石刑多  

石刑妾内容に関すること  

その他  

●薫育支援訪問事業  

事業内容  母子保健法に基づく訪問指導との矧系を明記した万がよい  

保健分野との重複についてどのように扱うのか 具体的な体制方法を記載レてほし人＼  

適切なサービス提供でニーズの高いものは費用もかかり手続きが煩雑で利悶uこ＜い  

居宅以外での移動・助言も含めてほし人1  

家庭児童相談員と連携しノて対応している  

中核機関＝調整機関では市町村の組織によって適切でない場合もあり柔軟にできるように  

矧犬の人白瑚本別では難しい  

学齢期1測葦の支援については母子保健部門で本事業を実施してきたところは児童相談所等  

との連携した支援体制確保や訪問支援者の確保など実施までの調整が物質  

中核機関には人白唱己置が必要であると明記希望  

母子保健が中核機関の異イ対列希望  

調整機関l矧上事務所で中核機関は健康課であり、同一とすると迅速な対応ができなくなる  

短期集中型は保健師が足りない  

責育支援を特に必要とする家庭については要保護児童対絢爛或†蒜義会での進行管理が必要  

緊急派遣ケースが多く十分な検吉羽寺問がないため、開始後の支援吉憎の変更が多い  

母子封剋王産婦訪問からのケース掘り起こしが必要   

中核機関  

対象者  



対象者の判断  本人からの訴えがあった場合対象者となるか  

妊婦の伏兄を加えるとよい 妊娠初期からの支援が必要なケース力戦曽えている  

末受診者や生活環境こ問題がある対象児には子育て支鳳系と連絡会議  

中核機関の役割の中で関係機関として保育所幼稚園を明記要望  

母子保健訪問指導や健診にて把握した特に支援が必要な家庭に対して実施  

協議会とのl青報宍育  

児室相談所・医療機関との連携が必要で連絡票や言讃豪（チェックリスト）が必要  

養育者のサポートの有無  支援の必要性を判断するため  

の一定の事旨票＜項目例＞  

支援の経過の‡凸屋  ハイリスクと把握しても支援を受け入れないケースヘの対応  

訪問後の記録、報告の必要性  

協議会運営享読十における位置つけ整理の必要  

支援経過の進行管理についてもっと具体的に フォローイ本別などをフロー図で  

中期支援型の目安の難問を設けてほしい  

育児家事援助と専門白餅目談支援は別事業にした万力サ〕かりやすいのでは  

薫育であれl甜呆育±・ヘルパーとすべきでは 育児支援なら保健師等も考えられる  

日的を広義にし訪問者はあえて明示しない  

保健師の継続訪問指導力甑方問事業にあたるか  

訪問支援者に専門相談と育児家事支援を求めるのは体制的にもマンパワー的にも無理  

保健師漕が難し人＼ため研修受講した無資格看が訪問支援できるように  

家事育児支援と専門白餅琵炎支援のどららか単独で支援を行う場合がある  

支援の終結決定の判断  

訪問支援者  

石刑多プログラム  出生率が少ない白き謝本では石刑多プログラムを組むことか蟄旺人＼県又は管内で石刑萎を  

石刑多内容の均一化を図るため石刑委は県等が開催するなど加えてほul  

育児支援スタッフの義成が必要   

技術が求められとリスク研半うことから研修会等人材育成体制の検討を  

子育ての主剤犬を知る安心して子育てができる社会的環境つくりを研修に  

委託の体制整備  

事業委託について異聞勺に  

物理白備牛（駐車場の確保、マンションのオートロック等）での困難  

十分な財源支援を  

委託先について  

その他  

●上記のこ意見以外にも質問的な内容のものも多数いただきました   



訪問事業ガイドライン検討のための自治体取組例  

●乳児家庭全戸訪問事業   

（1）養育環境の把握項目例  

資料① 赤らやん訪問カード・訪問時の確認事項（母子保健推進員・児童委員共用）  

資料② こんにちは赤らやん事業訪問連絡票   （主任児童委員・民生児童委員）  

資料③ A訪問指導記録票：助産師・保健師  

（同一市町村で職種別）  B訪問記録票：母子保健推進員   

資料④ 子育てアンケートと報告書併用例 訪問者（保健師・保育士・母子保健推進員）  

（2）訪問者の研修プロクラム例  

資料⑤ こんにらは赤らやん事業研修会  （母子保健推進員）  

資料⑥ こんにちは赤らやん訪問者養成講座プログラム （市町村推薦者）  

●養育支援訪問事業   

（3）支援の必要性を判断するための指標例  

資料⑦ 厚生労働省 育児支援家庭訪問事業の概要 （図 様式1様式2 様式3）  

資料⑧ 乳幼児虐待予防アセスメント  

資料⑨ 要支援家庭アセスメントシート  

資料⑲ ハイリスク妊婦アセスメント  

（4）訪問支援者プログラム例  

資料⑪ 育児支援家庭訪問員研修  

－1－   



二■、：．三・  ド
 
 

触
 
 

‥
‥
‥
」
－
‥
」
、
 
 
 訪

 
 

ん
 
 

や
 
 

∴
．
．
」
 
．
丹
．
′
♪
・
．
 
 資料①  赤ちゃん訪問カード・訪問時の確認事項（母子保健推進員・児童委員共用）  

T保健センターよリ  

住  所  

連絡先循L  

赤ちやんの氏名（ふりがな）   
（  ）   

生年月日一性別  平 成  年  月  日   男  女   

生まれた時の体重  g   

母の名前・年齢   （  歳 ）   

☆保健師から訪問の方へ☆  

訪問時の確認事項   

子どもの名前 （男一女）  出生体重  g  日  生  

ロ1か月児健診を受けたことを確認したか。  

□ 栄養方法を確認したか。（母乳・ミルク・混合）  

ロ お母さんの体調を確認したか。   

（特に変わりない■出血が続く・意味なく気分が落ち込む・イライラする・貧血・血圧高め・尿（糖・蛋白）  

むくみ・その他（  ）  

ロ 子どもの健診、育児相談は各保健センターで行っていることを伝えたか。  

□ 健診、育児相談のお知らせが1か月前に届くことを伝えたか。  

□ 生後3か月からBCGの予防接種を受けることができることを伝えたか。  

■訪問者の記録  

訪問日  平成  年  月  日   

訪問者  母子保健推進員／民生児童委員：氏名  連絡先罷L：   

1か月健診の様子  受けた  ／  受けない   

（例）母乳をよく飲む元気な赤ちやんだった   

訪問時の赤ちやんの様子  

（例）ぐずることが多く疲れていた、楽しそうに育児していた   

訪問時のお母さんの様子  

栄養方法  母 乳      混 合 ・ ミルク   

お母さんの心身  産 後   
特に変わりない・出血が続く・意味なく気分が落ち込む・イライラする   

の様子  
貧血・血圧高め・尿（糖・蛋白）・むくみ・その他（  ）   

今まで健診以外で   はい（  
）   

病院に行きましたか？   いいえ   

その他お母さんの心配事  

訪問者の感じたこと  

（その他）   



こんにちは赤ちゃん事業訪問連絡票（主任児童委員・民生児童委員） 資料②  

☆00町 こんにち勝赤ちゃん事業☆  

i垂 給 養   

訊誕生訊仇で亡うござい手す。   

00町では、赤ちゃんが誕生したこ家庭に、地域の主任児童委員・民生児童委員が訪問して、  

地域の子育て支援情報をお届けする「こんにちは赤ちやん事業」を行っています。お伺いする時の   

参考になりますので、下記太枠内にこ記入ください。  

この情報を担当の民生児童委員に提供することに同意します。  

平成  年  月   Elお名前  （絵柄   ）  

☆00町 こんにち惇赤ちゃん事業☆  

書方問i垂路用紙  

訪問旧平成年 月 児氏名81購   

訪問時の赤ちゃんの様子  

例）母乳をよく飲む元気な  

赤ちゃんだった  

訪問時のお母さんの様子  

例）・楽しそうに育児をして  

いた  

・ぐずることが多く疲れ  

ている様子  

今まで健診以外で病院に  

行きましたか？  

（赤ちゃん・お母さん）   いいえ   

モの他心配事、おかあさ  

んから相談を受けたこと  

（保健センターに知らせて  

おきたいことがあれば、記  

入してください）  

※不在の場合は言方間日時  

のみ記入  

担当者：【   



同一市町村で職種別）  （母子保健推進員   A訪問指導記録票（助産師・保健師） B訪問記録票  

B こんにちは赤ちやん訪問記録票（太枠内のみ記入）様式2  Aこんにちは赤ちやん訪問指導記録票（助産師・保健師）  

父の名前  （ 歳）職業  

ふりがな 児の氏名  平成  年 月 日生（第 子）  母の名前  （ 歳）職業  

自宅  電話   （ ）  

里帰り先  電話   （ ）  

有・無  家族構成  
育児の相談者  有・無  

住居の状況（アパートマンション・借家・公営住宅・一戸建て）   

養育環境  

出生病院  病院  

出生時  
の状況  なし・あり（仮死・黄痘・チアノーゼ・けいれん・嘔吐・先天奇形・その他）  

治療    処置  なし・あり（保育器使用 酸素使用 光線療法 その他）  

†ケ月健診平成  年  月  日（生後  日）  g（ 〆日増） ・未受診  

訪問日 平成  年  月  日（生後  日）  g（ g／日増）  

母乳分泌  良・不良 乳房の状態（  
母乳のみ ・  
母乳  

ミルク  

良・不良  
回／日  

混合 ・ 人工  
・ 回／日  

mlx  回／日  

栄養   

哺乳力  
便回数  
機嫌  
大泉門  
凝視  
貴痘  
向き癖  
湿疹  
臍部異常  
筋緊張  

子宮復古   良  
悪露の性状 （  

良
 
 

不
 
 栄養状態   良・不良  

休養の状態  良・不良  
母の心理状態、その他因っていること  

良
 
 

良
 
 

不
閉
有
有
有
有
有
不
 
 

良
闇
無
無
無
無
無
良
 
 

■tr  

四肢運動 良・不良  
開脚制限  
l発育・発達  

2 栄養（母乳・ミルク）について  
3 皮膚の手入れ（湿疹など）  
4 排泄（便秘・下痢）  

5 抱き方・寝かせ方  
6 外気浴・生活リズム  

7 事故防止  

8 衣類の調節  
9 予防接種について  
10健康診査について  
11市の事業紹介・サービス説明  
12その他  

1母乳分泌について  

2育児環境（家族などの協力）  
3家族計画  
4母子手帳の活用  

育児情報の提供（相談場所・遊び場）  

継続フォローの必要性  
現在治療中の事柄  無  有（  

継続フォロト一理由  児の身体上の問題（  
育児環境上の問題  一育児不安 ・養育者の疾患 その他（  

フォローの方法   
地区担当・健康相談・訪問・乳幼児健康相談・4ケ月健診・関係機関連絡・医療機関治療中  訪問者  母子保健推進員（  ）   

電話メモ  担当（   
電話日   月  日   
訪問予定日 月 日  

）備考  



資料④  訪問者（保健師・保育士・母子保健推進員）  子育てアンケートと報告書併用例  

赤モうやんのご吉延生おめでとうござし＼ます。   

少しずつ育児にもなれ、おかあさんとお子さんのペースが出来てきた頃ではないでしょうれ△△市では保  

健師、保育士または母子保健推進員が、皆さんが元気で楽しく子育てできるようお手伝いしたいと思っていま  

訪問日  平成 年 月  日  

（  か月   日）  

訪問担当者  

健康センター 提出  

弟 皆さんが今思っていることなど気軽にお聞かせください。  

おかあさん  赤ちゃん  
住所   4△市  の  

年 月 日   

氏名   母  赤ちやん  電話番号  核家族・  

世帯主  複合家族   

※ 特待催しい嗣さ必苧卸】手せん。続開して僻した甘‥思ったと訊両の即喘に○をつ什、   
モの他．気づいた事を記入して下±い。   

さく笑う赤ちゃん  

赤  

ち  

ん  ・i掛切l   の  

様 子  ：諾 

・記紀う  ・窯族（た醜）の肋桝い様子  

〕  

お                ・疲れている様子  ・紛んぢで協力して育児起している様子  

か あ  ・ほとんと法をしてくれ切l  

さ  
ん   

訪  

問 状  
‥…誌僻てを見酬l 〕  

・句乳だ什で足りている加む配  

l  

況  
・ オムlγか8iれや頗・からだのf掛t治らぢい  

雪   

と  同 な        ‥苧 
経過 （必要・不必要）  

・i脚ひといので討てあげて博しい  

〕  

「  

■モの他〔  後   
4か月健診でみてほしいこと   

〕  

訪  

間  
未  ）  

実  

施   その他（  ）   

健康セ  ・不要   

ター経過■必要…訪問（姻電削  服そ咄（ ’ 

担当チェックロ  

1 おかあさんと赤らやんは1か月健診を受けられましたか  

おかあさん：受けた 受けない 赤らやん：受けた 受けない  

1か月健診で気になることはありました力＼  

お力＼あさんこはい いいえ  赤ちゃん：はい いいえ  

（  ） （  

2 産後健診以外で病院に行きましたか（赤ちゃん、おかあさん）  

いいえ はい（  

3 おかあさんの本の喜局子はどうですか  

よい ふつう よくない（  

4 おかあさんは寝不足ですか  

はい いいえ  

起床：午前      京礪：午後  

5 おかあさんは食欲がありますか  

ある ない  

6 赤ちゃんの紫雲はどのようにしておられますか  

母乳のみ 混合 ミルクのみ  

7 赤らやんと過こしていてたのし人1ですか   

はい  どららともいえない  楽しくない（  

8 仕事はどうしておられますか  

育休中・妊娠を機に退職・主婦・1年以内に就職予定・その也（  ）   

9 退院後どのように過ごされましたか  

菓帰りしていた（ か月） 母・義母が手伝いにきて＜れた（ ）  

その他（  

10 天や家族は育児に協力的ですか  

いいえ はい（どなた   

11子育てについて心配なこと▼相談したいこと囲難なことがありますか  

〔  

このアンケートは、△△市の母子保建・児童福祉事業以外では使用いたしません。  
ご記入いただきありがとうございまし7㌔  △△市  



こんにらは赤らやん事業研修会 （母子保健推進員） 資料⑤  

こんにちは赤ちゃん事業研修会   

l．目  的：こんにちは赤ちやん事業の目的、目標の共通認識を図り、訪問を具体化し、基本的な訪問技術を身につける。  

2．目  標・（Dこんにらは赤ちゃん事業の目的、目標の共通認識を図る．  
（参養育者との閑1系づくりに必要な基本姿勢、対応方法を習得する。  
（∋子育て支援資源の再確認を行い訪問に生かす。  

3 対象者：母子保健推進員（養成誹座修了者含む） 63名 ＋ 予備日11孝，（1月22日現在）  

4．会  場：保健所6階大会議箋  
5．実應汗川寺：1回目一lⅠ20．2．7（木）9：30～12．00 ＜予備日＞ 2．20（水） 9・30～12■00  

2回目－ⅠⅠ20．214（木）9：30～12：00 ＜予備日＞ 2．20（水）13：30～16■00  

2回目（実践編）  

峠胴  内 容   形態・！媒 体   

9：30・－9：40  10分  lオリエンテーション   ブロックに分かれ  
る  
2人組   

9：40一〉10：10  30分   
2．家庭訪問の手順、留意事項  

●電話による事前連絡  
（自己紹介、訪問日の調整、キャンセル時の連絡先等）  

●訪問先の住所を地図で確認  
●訪問時必要物品の準備  
●言方間時の流れ  

●留意節項   

10：10一－11：20  70分  3．ビデオ視聴（言方間の実際）  

ロールフけレイの実際  
途中休憩10分  休憩  

LO分   2人組みで実践練習  
含む   （D電話による琳前述終  

②紡聞  

・実習後、受講生の前で発表  

・意見交換   

11：20～11：40  20分  4．訪問記録について  

11：40－、－11：55  15分  5．質疑応答  

まとめ  

l回目（総論編）  司会：藤本  

時Iif】  
内 容   形像・媒体   

9：30一｝9：40  10分  1．オリエンテーション   終日講義形式  

2．あいさつ   目的、期待される効果等   

9：40～10二00  20分  3．こんにちは赤ちゃん事業に伴う連絡事項   資料  
●調薬の流れ  

・周知方法  
・実施の時期  
・打ち合わせ会の日程、内容  
・各組卦掛こついて  

●ブロック内での調整について  
委託契約、委託料の支払い、保険等について   

10：00←－10：30  30分  4．家庭訪問の心得   資料  

●目的  

・養育者の訴えにじっくり耳を傾け話を轢く  
・子育て支援サービスの情報環状  

●訪問時の接遇について  

・個人の価値観、子育て観をおしつけない  
●コミュニケーション技法について  

●個人情報保誠について  
●感染l妨止対策について   

10二30一、－10：40  10分  休憩  

10：40一－11：20  40分   資料  
5．子育て支援に儲けるサービス、社会資源について  
●◎◎前のサービス  

・子育て支援相談室の事業説明  
・虐待発生予防のための視点  

虐待のリスクを鱒つ家庭の発見   

11こ20一－11二45  25分  ●出産後の手続き   資料  

・児童手当  
・乳幼児医療費助成  
t出産育児一時金  

●（塾◎前提健所の保腱サービス  
・赤ちゃんセット等  

●地域の社会資源について  

・保育園  
・地域子育て支援センター  
・ファミリーサポートセンター等   

1145′－12：00  15分   
質疑応答  
裾司のお知らせ  



こんにらは赤ちゃん訪問者養成講座プログラム （市町村推薦者） 資料⑥  

こんにちは赤ちやん訪問者養成講座プログラム  

1目的  

乳児を持っ子育中の家庭を訪問実施することで、育児の孤立化防止及び育児不安の軽減を図る。  

また、地域の情報を提供する事により、地域での子育て支援を図る。  

更に、サービスに必要な諸制度等を習得するとともに、基本的な訪問技術を身につける。   

2 対象者  

こんにちは赤ちやん訪問事業の実施者で市町村よりの推薦者   

3 初回研修プログラム（2日間）  

日 時   内  容  

1日目  9：45  

10：00   

2008／4／21（月）  11：00  

（社会資源等を含む）  

12：00  昼食  

13：00   

14：00  
一面接に入る前に－  

グルーフワーク  

～16：00   

2日目  10：00  

12：00  昼食  

2008／4／22（火）  13：00   

14：00  
一面接技法について－  

ロールプレイ  

グループワーク  

全体の質疑応答  

16：00  

16：30   

4 フォロー研修（訪問実施後）  

目 時   内  
容  

3日目   10：30  情報交換（訪問実践してのケース支援）  

（予定）  グルーフワーク  

2008／7／25（金）  12：00  昼食  

13：00  

グルーフワーク  

15：30  

～16：00  

－7－   



厚生労働省 支援の必要性を判断する指標例他 （様式1様式2 様式3） 資料⑦  

参考【茎ヨ：児支壬菱家庭言方問事業フ⊂コー【≡茎】（一「メ一三フ）   

1．一定の指標を用いて、養育支援の必要の可能性があると思われる家庭を様々な関係機関を通じて把握する  

子育て家庭と接点のある市町  

村窓口（様式1参照）  

把握可能な担当窓口例：  

● 児童扶養手当の申請窓口  

● 保育所の入所申請窓口  

● 乳幼児医療申請窓口  

● 生活保護申請窓口  

● 転入受付窓口  

市町村保健センター等  

母子保健事業において、  

子育て家庭と4妾点がある  

事業例：  

● 新生児訪問  

● 乳幼児健診  

● 乳幼児健診未受診者  

児童相談所・保健所  

子育て家庭と接点がある事業例：  

● 児童相談所の各種養育相談  

● 保健所の  

未熟児養育医療  

育成医療  

小児慢性特定疾患   

関係機関例  

● 医療機関  

● 民生児童委員  

● 電話相談  

● 保育所  

● 地域子育て支援  

センター  

2・中核となる機関（以下中核機関）を定め、当該中核機関は、訪問や関係機関からの情報等により、養育支援の  

必要の可能性があると思われる家庭に関する情報収集を実施する（様式2参照）  

＊より的確な判断のためには、保健・福祉等の専門職が訪問することが望ましい  

＊上記1の情報で訪問支援を要する蓋然性が高いと判断された場合、訪問支援のためのアセスメント等に必要な家   

庭の養育状況を把握する目的の初回訪問も、本事業に基づき実施するものとして差し支えない  

ー
ー
ー
ー
・
－
・
－
－
－
I
 
・
▼
 
 

既存の一般子育て支援サービスの紹介だけでなく  

訪問支援の必要性があると考えられる場合  紹介することで対応できる場合  

】般子育て支援サービス等による継続的  

支援  

例）  

・保育所入所  

・一時保育  

・特定保育  

・ショートステイ  

・トワイライトステイ  

■ 病後児保育  

・つどいの広場▲  

・育児等健康支援  

・乳幼児健診  

・ファミリーサポート  

・訪問看護  

・NPOによる子育てサービス 等  

・その他障害児施策  等  

5－2．訪問支援を終了し、既存の一般子育て支援  

サービスを紹介することで対応できると中   

核機関が判断した場合  

5－1．訪問支援の継続の必要性があると  

中核機関が判断した蕩合  

＃育児支援家庭訪問事業を実施する市町村にあっては、要保護児童対策地域協議会（以下協議会）を設置し、   

関係各機関は協議会に加入し、情報共有の円滑化を図ることが原則。その場合、本事業の中核機関は協議   

会の調整機関が行い、情報の一元管理を行うことで事業の効果的な運用を行うことを想定している  

ー8－   



様式1  

［NO．］子育て家庭に接点のある行政窓口において意識してほしい  
養育支援が必要となりやすい要素の例  

Ⅰ．来所家庭基本情報   
1）情報提供窓口：  内線：  担当者名：  

2）窓口来所理由：  

3）養育者住所：  
電話番号：  

4）養育者氏名：  生年月日  

子どもから見た続柄：母・父・継母・継父・その他  

5）来所時同伴者：こども あり・なし  配偶者 あり・なし  祖父母 あり■なし  

6）子どもの所属機関：あり（  ）保育園■幼稚園等・その他（  ）・なし  

Ⅱ．養育支援が必要となりやすい要素  

項  目  該当あり   備考   

口  極端にやせている、又は極端に太っている  

子  

も  
ど   

の  

状  

観   
察  

項  7  その他（  ）  

目  
8  極端に暗い（沈んだ様子）  

育  

者  

の   

状 況  
13  その他（  ）  

＊  

日 ■■  
14  養育者の年齢 父親・母親いずれかが10代  

類  
15  ひとり親  

上   

把   

握 さ  

れ た  

項  20   
目   その他（  ）  

＊この項目に関しては、上記観察項目に該当する情報がある場合において、併せて情報提供を行う  

＊『養育支援の必要となりやすい要素』の例示はあくまでも情報の断片であり、仮にこれらの要素を有し  

ていたとしても、直ちに養育支援が必要な家庭であると判断することはできない。  

＃下記の  ように明らかに虐待の疑いがある場合は、福祉事務所または児童相詔   
項目   虐待の内容   

外傷：打撲傷、あざ（内出血）、骨折、頭部外傷、刺傷、火傷等 暴行：首を絞める、  
身体的虐待      殴る．、蹴る、投げ落とす、熱湯をかける、溺れさせる等   

子どもへの性交、性的暴行、性的行為の強要・教唆、性器や性交を見せる、ポルノ  
性的虐待     グラフイーの被写体などに子どもを強要する   

家に閉じこめる、医療ネグレクト、乳幼児を残したまま外出する、車に放置する、子  
ネグレクト     どもにとって必要な情緒的欲求に応えていない、食事・衣服・住居などが極端に不  

適切で、健康状態を損なうほどの無関心・怠慢   

言葉による脅かし、脅迫、無視、拒否的態度、他のきょうだいとは著しく差別的な扱  
心理的虐待     いをする   

－9－   



様式2  ［NO，］支援の必要性を判断するための一定の指標（例示）・情報集約のための様式  
卜1．養育者氏名 （生年月日）年 月 日（続柄 ） 卜2．養育者氏名：  （生年月日）年 月 日（続柄  ）  

2．児童氏名＝  （生年月日）年 月 日（ 歳）4．記入日：平成 年 月 日 作成者＝  （所属：  ）  

g．養育支度が必要となりやすい要素  

低出生体重児・多胎・先天性の疾患等・その他（ 

14．対応判断（ ／ ）：  
①児童相談所へ通告  
②関係者会議の開催が必要  
③状況把握のための訪問が必要  
（む一般子育て支援サービス  

a）現在利用中   

（  

）紹介   

（  

凸  
15．上記決定事項に対する対応内容   



［NO．］支援の必要性を判断するための一定の指標（例示）に基づく、支援計画の立案・実施状況に関する様式  様式3   

4．記入日：平成 年 月 日 作成者：  
（所属  ）  

6．養育支援が必要となりやすい  
訪問者： 訪問の受け入れ〔受容的・消極的〕  

8
調
査
訪
問
結
果
 
 

10．家族構成  

現在のサポート状況：   

今後期待できるサポート：  

近所の人等  養育者のきょうだし   同居家族・祖父母・友達  

11．総合的所見・判断（／）   

且  ※児童相紺への通告の必要性【なし・あり（／）連絡】  

12養育支援計画と役割分担 支援計画（／）作成  

a．支援の必要な部分  b．何を行うか   C．誰が行うか   d．どのような  e．いつまでに   仁実施結果  g．実施後の状況   
方法で  

子  
ど  
も  

の  
支  
援  

養 育  

者  

の  
支  
援  

養  
育  
環  
境  

の  
支  
援  

＊中核機関担当者氏名  凍 連絡先：   



乳幼児虐待予防アセスメント  資料⑧  

氏名：   記入者：  （所属  ）  記入回数：  回目   

受理：  年  月  日   関わり開始：  年  月  日  記入日：   年   月  日   

重症度：□最重度  口重度  口中度  口軽度  □疑い  ロハイリスク  

乳幼児虐待リスクアセスメント指標  
対象は就学前乳幼児。養育者は虐待看、非虐待看の両方。リスクの該当項目にすべて○をつける。○がついた項巨のうちでより高いリスクの項目を評価し、項目欄の左欄に○を  
つける。把握できない場合は不明桐に○を、児の状態等で記入できない項目は非該当とし空欄のままにする。リスクが中くらい以上の項目が多いときは虐待の重症度が高い。不  
明の項自が多いときも重症度が高いおそれがある。  

評価項目  高いリスク  中くらいのリスク  低いリスクまたはリスクなし   不明   

1虐待の継続  偉性  ときどき  

2 年齢  2歳以下  3歳以上  

3 出産状況  多胎  低出生体重児  単胎  

4 分離歴  親子分紐歴あり  なし  

5 身体状況  骨折頭腹部、顔面、性器の外傷  首を絞められる等重大な影響の危惧  小さい傷がある たたかれている  該当なし  

6 発育状態（身長・体重）  －2SD以下または50％タイル以上の低下  発育不良 成長発育曲線から低下  該当なし  
子  
ど  ケアされていない放置  

健診すべて兼愛診  左記の傾向あり・時々あり  特に問題なし  
も  

8 健康状態  慢性疾患 身体障害あり  該当なし  

9 発達状態  月齢、年齢相当でない  月お、年齢相当  

あやしても笑わない抱かれても反り返る  
10 親との関係  希薄（よそよそしい）萎縮するなつかない  該当なし  

服従する  
無表情よく泣く視線が合わない  

11情緒間遠  おぴえ不安暗い攻撃的遊べない  左記の傾向あり一時々あリ  該当なし  
感情コントロールできず誰にでもへ’タヘ■タ  

拒食過食異食自傷多動かみつく  
12 問題行動  弄便遺糞夜遺尿盗み俳優l虚言  左記の傾向あリー時々あり  該当なし  

抜毛性的言動  

13 虐待の認識度  
虐待行為を認めない  
虐待行為を認めるが躾と言い訳する  虐待行為を認め、一定の改善ができる    虐待行為を認め、改善ができる  

精神症状による自傷他害がある  
14 精神状態  未治療・治療効果の上がらない疾患あり  

不安傾向あリ  
該当なし  

強いうつ及び強迫状態  

15 性格等の問題  衝動的 暴行歴あり 共感性欠如  左記の傾向あり  
未熟（わがまま、依存的）  

該当なし  

養 H  

R  
アルコール、キ■ヤンブル等の問題あリ  

者  シンナー覚せい剤等乱用の疑い  
なし  

17 虐待歴  本児きょうだいへの虐待歴（不明含）  過去に説明の曖昧な怪我あり  
きょうだいの不宇死  虐待歴の疑いあリ  なし  

18被虐待歴  被虐待歴あり 愛されなかった思い  なし  

19妊娠状況  望まぬ妊娠  第1子若年出産  該当なし  

20子への感情・態度  子を拒否・受容がないきょうだい間での不  
平等な扱い体罰の容認  

該当なし  
気持ちはあるが一文しないしつけ  

21育児（ケア）の間語  育児しない・できない極度の不潔  左記の傾向あり育児知識の不足事 止 

葦  医療を受けさせない  故防・監督不十分育児負担あリ  

育 状  衣食住に重大な間頚がある  料理・清潔・家計のやりくりに問題があ る    該当なし  

況  
23子を守る人的資源  子は在宅で虐待者がほとんどみている  子どもは在宅だが他にも養育者がいる 保育所等社会資源の利用    常に他の養育者の目がある  

非虐待者がいない虐待を認めない  
2ヰ家庭内非虐待看の態度     傍観している  気づいているが子を守れない  子を守れる  

25 夫婦・家族関係  
断絶混乱・対立不利仁暴力  夫婦間の不満ひとり親家庭観との     該当なし  
家族の変化  対立  

家  
庭  

生活が経済的に苦しい  
経済基盤が不安定  

やや苦しい計画性が乏しい  該当なし  

環 境  不衛生、不適切な居住状況  
転居を繰り返す  

左記の傾向あり 時々あり  該当なし  

28相談できる人・機関  地域で孤立親族と対立  少しサポートがある  援助あり  

29援助協力度  援助の拒否家の中に入れない  時により態度が変わる  協力する  
問題意識がない  SOSが適切に出せる  

計  個  個  個  

その他大きい要因となっている状況（  ）  

ー52－  
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虐待を槻械的に判断するのではな＜、保  

乳幼児虐待リスクアセスメット指標の項目  

ノーー 、／／′‘【‾ヽ／・ノ‾「‾▲＼  

r‘｛－－、く 法童l  ト＼  
保健分野の乳幼児虐待リスクアセスメント指標の使用方法  

／′一■、乳幼児虐待リスクア   人  

に、＼  
卜ヽノ  

重症度判断を行っておくこと  
高いリスク、中くらいのリスク項目が多いときは、虐待の通告を検討する  

在宅援助を支援する場合は、親子の状況把握のために定期的に記入し、客観的に援助を評価していくご・－・て  メ、＿＿ノ  

＞くへ・－－ノ  ※この指標は虐待の判断ではない 臨機応変なアセスメントが大切！  

乳幼児虐待リスクアセスメント指標 ぐミ「ノ／   

援助の拒否家の中に入れない  ○  時により態度が変わる  協力する  
臼 機、  問題意識がない  SOSが適切に出せる  

庫軽重  計  12甲．＿，．．ニ浬   9  個  5 個  
、－－・・・＝＝＝≡＝丁訂F；        J一一・・一一・・，■・・…・▲▼・－・…一打ーー・・一一■■■－   芦－‾■‾‾■     ■■一－▲■－－ －－▼－－、  ‾  
高いリスクが12個以上（うち子どもに5個  以上の ．  

＿．イ・‾‾  

・多い  
＿＿＿虹∴∴ニュー‾  

1
、
 
 
 
 
 
 
 
ノ
 

／   

※25夫朴家族関係  
「断絶」別居、単身赴任等夫婦間の交渉が全くない  
「混乱・対立」離婚等に至るときの緊張した状態  
r不和」夫の育児参加や精神的サポートがない  
「暴力」は子どもに及んだり、暴力を見ることによる  
心理的影響  
「家族の変化jは同居者が増える、大家族から核家  

族になるなど  

「衝動的」すぐイライラとし、カーッとなりやすく自軌bを失うこと  r拒食jミルクを飲まなし＼ことも含む  
「過食」食べ方（ガツガツ食べる）や1回に食べる暮が多い等も含む  

r集金」壁や土などを食べる  

「白鳥J頭を壁やベッドに打ち付ける。指・手・腕を噛んだりする。  

「弄便j自分の便を口に入れたり、璧になすりつける  

「遺糞j／くンツの中に便をしてしまう  

「夜遺尿」夜尿がある／くンツに尿を漏らしてしまう  

、  

【していない、くみ取れない。子の要求を予測したりすることが出  

「暴加は子どもに及んだり 
＼＼、  ／き、暴力を見る心理的影響   

ミ、「家族の変化」は同居者が培える、大家族から核家族になる等   
＼  ノ  



要支援家庭アセスメントシート 資料⑨  
【資料4】  

宇貫擢家庭チエサケシート  

（関係機関用）  

月  日  く作成日＞ 平成  
く作成者＞ 機関名  

氏 名   
薫育者氏名  ガ  生年月日  （年齢  ） 母  生年月日  （年齢  ）   

児童氏名   生年月日  （年齢  ）  児童の所属   幼・保・小・中▲高（  年）   

住  所  連絡先電話  

1．虐待の有無（虐待と思われる場合・虐待が疑われる場合は、必ず記入してください。）   

虐待の種別  
（該当するものに○をつける）  

虐待と思う（疑う）状況等   虐待していると思われる人  

身体的虐待  父 ・  母 ・ その他（  ）  

性的虐待  父 ・  母・ その他（  ）  

ネグレクト  父 ・  母・その他（  ）  

心理的虐待  父 ・  母・ その他（  ）   

2．支援が必要と思われる状況の判断（虐待ではないが支援が必要な家庭と判断した場合は記入。1を記入した場合は必ず記入すること。）  

（注意2）きょうだいケースについては、それぞれの児童の状況を確認する必要があります。  
（注意3）「その他」の欄には、上記以外で気になること等を記入してください。（例：外国籍、養育者に宗教上のこだわりがある等）  

センターに  

28   

－14一  



【資料5】  

苧貫操家庭アセス〆ントシート  
（子ども零度支援センター用）  

年    月  日  ＜作成日＞ 平成  

く作成者＞ 氏名  
◎対象世帯の状況〔彪 りごノユノク■ラ∠「／ご」ぎま送6リ   

寮青書氏名  （父）  生年月日  （年齢  ）（母）  生年月日  （年齢  ）     I  虐待の可能性  
児童氏名   生年月日  （年齢 － ）    弓量の所属   幼・保・小・中・高（  年）   ヨ・・・・・・L  

住  所  連紹充電話  （身体的・性的・ネクレクト・心理的）  〔担当〕  

仙  ◎初回情報提供機関  ■  （ 年 月 日）             今後の継続的な関わりの必要性   要・不要   

そ  
の  
他  
（注意1）※l問題行動」欄旧、対象児童の年齢に王要当する確㌍箇所をチェックしてくたさい。   

帖   ◎情報を躍給した機関   

（年 月 日）  〔担当〕  
2  

今後の継続的な閲わりの必要性   要・不要   

（ 年 月 日）  （担当〕  

3  

今後の継続的な関わりの必要性   要・不要   

（ 年 月 日）  〔担当〕  
4  

今後の継続的な関わりの必要性   要・不要   

（ 年 月 日）  〔担当〕  
5  

今後の継続的な関わりの必要性   要・不要   

（ 年 月 日）  〔担当〕  
6  

今後の継続的な関わりの必要性   要・不要   
ガ／苫／の虜甜一二ごコマツフ■‘′に脚野とレて甘き還む   

」＝コー  

◎状況判断（ 年  月  日）  

◎具体的な対席（ 年  月  日）’  

（取思量相識所へ送致（→「児童虐待送散票」）   

②関係機関との連携等による支援が必要  

→関係者会規の開催 （育・解）  

→児室相！猥所の関与 （育・稗）  

③状況把握のための訪問が必要（訪問者：   

④在宅サービス等子育て支援サービスを活用  

a）現在利用中（  

b）提供・調整（  

⑤その他（  

」＝コr  
上屋皆摩／プて切手磨の脚（輝彦・戯薪符容貌  

（注意2）きょうだいケースについては、それぞnの児童の状況を確認する必要ガあります。  
（注意3）「その他」の欄には、上記以外で気lこなること等を吉己入してくたさい。（例・外国籍、憂害者に宗教上のこだわりがある 等）  

29・30   



ハイリスク妊婦アセスメント 資料⑩  

ハイリスク妊婦アセスメント票  担当保健師（  ）   

（妊婦氏名）  生年月日   ＝■ S・年 月   日  
住所   区  

出産予定日   H． 年  月  日  

アセスメント項目  
アセスメント実施（H．年 月 日）  （卵牒礎師ヲオ亘十梱∴年 （白）専門的家康訪問支樗事薯〈妊婦卜  

1妊婦面接 2 妊婦教室 3 その他  フォロー方法 電話・訪問・ 面接   支援目標   

1予想外の妊娠で因っている  （特記事項）   （特記事項）  

妊   
娠   

状 況  

5多胎妊娠  支援内容   

6若年妊婦  

7精神疾患あり（治療あり■なし）  

本   
人  
状  

況  

11親からの虐待（疑い）あり  

12気になる様子  

13未婚  

家  

庭  

状  

況  

18他の心配ごとあリ  

支援  

体制   ◎支援回数：訪問（ 回）・電話（ 回）・面接（ 回）  

アセスメントの鯖果  結果判断理由  フォローの結果  結果判断理由   フォロー後の結果  結果判断理由   

1保健師フォロー  1保健師継続訪問   

2 他機関紹介  あり   ① 出産後育児支援家庭   

3 フォロー必要なし  

＊アセスメントの結，1はフォロ⊥監（A）に記入  

1保健師継続支援必要                     ①妊娠中フォロー   

示う嘉盲ヰめ結集竃ゐ爪ば脂）た治夫： 
訪問事業導入予定  

記録者（  ）係長（  記頒者（ ）係長（ ）  



育児支援家庭訪問員研修プログラム  資料⑪  

育児支援家庭訪問員研修  

子育て支援課 H20．5．19  

1 目 的 育児支援家庭訪問員に対して、事業に必要な知識や技術の習得を図り、支援家庭  

に対して適切な助言や支援を行うことができることを目的とする。   

2 対 象 □□市育児支援家庭訪問員として今年度新規に登録されるもの及びすでに登録され  

ており本年度も継続して活動を希望する育児支援家庭訪問員   

3 研修内容（1）虐待予防について  
（2）乳幼児の発育発達について  

（3）対人援助技術について  

（4）家庭訪問時の注意点や倫理的配慮  

（5）精神保健に関する理解  

（6）事例検討会  

（7）その他育児支援家庭訪問を実施するに当たって必要な内容   

4 平成20年度の研修について  

（1）日程 原則、奇数月の第3水曜日   （午後1時30分～午後3時30分）   

（2）内容   

日程   研修内容   講師（予定）   

5月21日（水）  ・□□市の母子保健、子育て支援施策の概要について  子育て支援課職員  

・個人情報保護について  

・育児支援家庭訪問事業の概要について（記録を含む）   

7月16日（水）  ・ロロ市の児童虐待の現状について   児童相談所  

・対人援助技術について（面接技術）   （児童相談所長）  

～傾聴・共感・受容のあり方～   

9月17日（水）  ・乳幼児の発達と発育について   子育て支援課職員  

・訪問事例の共有と支援の検討   

11月16日（水）  ・マタニティブルー・産後うつ病の基礎知識と対応  精神保健福祉センタ  

・精神疾患を有する養育者への支援について   ー医師   

1月21日（水）  ・訪問事例の共有と支援の検討   子育て支援課職員  

各区担当職員   

3月18日（水）  ・今年度のまとめ   子育て支援課職員  

各区担当職員   

フォロー研修  ・離乳食実習   管理栄養士   

フォロー研修  ・沐浴実習   助産師   

（3）会場  ロロ市役所 101会議室 他  

（4）その他  講師には、別紙にて依梼する。  

研修内容により、エンゼルヘルパー派遣事業者へ参加を呼びかける。  

－17－   



平成21年度児童虐待防止対策関係概算要求の概要  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

虐待防止対策室  

（平成20年度当初予算）（平成21年度概算要求）   

14，643百万円  → 17，293百万円  

【次世代育成支援対策交付金等を除く。】   

児童虐待は社会全体で早急に解決すべき重要な課題であり、虐待の発生予防、早  

期発見・早期対応から虐待を受けた子どもの保護・自立に至るまでの切れ目のない  

支援のため、引き続き地域における支援体制の整備や児童相談所の機能強化ととも  

に、家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実を図る。  

1．発生予防対策の推進  

（1）生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の推進  

【次世代育成支援対策交付金】   

○ 生後4か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報  

提供や養育環境等の把握を行う「生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは  

赤ちやん事業）」の全国展開に向け、推進を図る。  

（2）育児支援家庭訪問事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や指導助言等  

を行う「育児支援家庭訪問事業」の全国展開に向け、推進を図る。  

（3）地域子育て支援拠点事業の推進   

○ 地域における子育て支援拠点（ひろば型、センター型、児童館型）について、  

身近な場所への設置を促進するとともに、機能拡充を図る。  

（4）子育て短期支援事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 育児不安や育児疲れなどの場合における児童養護施設等での子どものショート  

ステイ及びトワイライトステイの実施について着実な推進を図る。  

－1－   



（5）中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進   

○ すべての市町村において、中■高校生が乳幼児と出会いふれあう機会が確保  

されることを目指し、児童館等を活用した取組を推進する。  

（6）オレンジリボン・キャンペーンなどの啓発活動の促進   

○ 子どもへの虐待防止に向け、児童虐待防止推進月間（11月）に全国フォーラム  

を開催するとともに、オレンジリボン・キャンペーンなどの啓発活動を促進する。  

2．早期発見・早期対応体制の充実  

（1）子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の機能  

強化  【次世代育成支援対策交付金】   

O 「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）の機能強化を  

図るため、コーディネーターの研修やネットワーク構成員の専門性強化を図るため  

の取組を支援する。  

（2）児童相談所の機能強化   

○ 評価・検証委員会設置促進事業の創設 【新規】  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

外部有識者等による重大事例の検証、児童相談所の業務管理等に関する  

評価t助言等を行う「評価・検証委員会」を設置し、児童相談体制の一層の充  

実・強化を図る。  

○ 一時保護所の体制強化  

虐待を受けた子ども等への心理的ケアの充実及びアセスメント機能の強化を  

図るため、一時保護所に配置している心理職員（非常勤）の常勤化を図るととも  

に、学習指導の強化や混合援助等からくるトラブルの軽減・即時対応等を  

図るため、一時保護所における教員・警察官OB、通訳等の配置を促進  

する。  

○ 一時保護施設の環境改善  【次世代育成支援対策施設整備交付金】  

一時保護施設における居室等の環境改善や定員不足解消のための施設整  

備を推進する。  
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（3）乳児院等における一時保護受託の際のケアの充実   

○ 児童相談所以外の施設等において乳児等の一時保護を受託する際に、適切な  

保育の実施や子どもの体調の変化等への迅速な対応が可能となるよう、乳児等  

のケア担当職員を配置し、支援体制の充実を図る。  

（4）子どもの心の診療拠点病院の整備  

【母子保健医療対策等総合支援事業】   

○ 様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するため、都道府県域  

における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉機関等と連携した支援  

体制の構築を図るための事業を実施するとともに、中央拠点病院の整備を併せて  

行い、人材育成や都道府県拠点病院に対する技術的支援等を行う。  

（5）児童家庭支援センター事業の拡充  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】   

○ 地域に密着した虐待・非行などの問題につき、相談・支援を行う児童家庭支援  

センターの設置を推進するとともに、心理療法担当職員の常勤化を図る。  

3．自立に向けた保護・支援対策の充実（社会的養護体制の拡充）  

（1）家族再統合に向けた取組の強化   

○ 保護者指導支援事業の創設 【新規】  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

児童相談所の児童福祉司と連携して支援を行う保護者指導支援員（仮称）  

を配置し、施設入所が長期化している子どもの保護者に対し、子どもの家庭復  

帰のために養育方法や親子関係の築き方等の支援・指導を行い、家族再統合  

への取組を強化する。  

（2）．家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実   

○ ファミリーホームの推進 【新規】  

養育者の住居において、家庭的な養育環境の下、適切な支援の質の担保を  

図りつつ、一定人数の子どもをより適切に養育する事業（ファミリーホーム）を推  

進する。  
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○ 里親支援機関による里親の支援の推進  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

里親委託を推進するため、里親制度の普及促進、子どもを受託している里親  

への支援等の業務を総合的に実施する里親支援機関事業を推進する。  

○ 小規模グループケアの推進  

児童養護施設において虐待などにより心に深い傷を持つ子どもに対し、職員  

との個別的な関係を重視したきめ細やかなケアを提供するため、家庭的な環  

境の中で小規模グループによるケアを行う体制の整備を着実に進める。  

○ 乳児院における被虐待児個別対応職員の配置  

虐待を受けた子どもの入所が増加していることから、児童養護施設、児童自  

立支援施設、母子生活支援施設及び情緒障害児短期治療施設に配置されて  

いる被虐待児個別対応職員を乳児院にも配置する。  

○ 看護師の配置の推進  

医療的ケアの必要性が高い児童養護施設に対する看護師（常勤）の配置を  

推進する。  
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平成 2 0年9 月19 日  
（照  会  先）  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

虐待防止対策室   

室長補佐  藤田智夫（内線7797）   

調整係長 伴野康和（内線7799）   
代表電話   03－5253－1111  

平成20年9月19日（金）  

資  料  配  布  

㊥  
厚生労働省  

平成20年度「児童虐待防止推進月間（11月）」の実施について  

1．趣  旨   

児童虐待に関する相談対応件数は依然として増加しており、特に、子どもの生命が奪  

われるなど重大な事件も後を絶たない状況において、児童虐待問題は社会全体で早急に  

解決すべき重要な課題となっており、虐待の発生予防、早期発見・早期対応から虐待を  

受けた子どもの自立に至るまでの切れ目のない総合的な支援が必要です。   

これらの総合的な対策が地域に根づき、効果的に実施されていくためには、援助関係  

者を含む各界各層の幅広い国民の理解を深めていくことが不可欠です。   

このため、平成16年度から、児童虐待防止法が施行された11月を「児童虐待防止  

推進月間」と定め、期間中に児童虐待防止のための広報・啓発活動など種々な取組を集  

中的に実施することにより、家庭や学校、地域など社会全般にわたり、児童虐待問題に  

対する深い関心と理解が得られるよう、多くの民間団体や国・地方公共団体など関係者  

の積極的な参加を求め、協働して児童虐待防止対策への取組を推進します。  

を標語の公表   

平成20年度「児童虐待防止推進月間」標語の全国公募を行い、4，428作品（有   

効応募総数（昨年比1，351作品増））の中から、厚生労働省、滋賀県、大津市、滋  

賀県要保護児童対策連絡協議会において厳正な選考を行った結果、次の作品が平成20   

年度「児童虐待防止推進月間」標語（最優秀作品）として決定いたしました。  

助けての 小さなサイン 受け止めて  

【最優秀作品作者】  
たぐちけい   

田 口 景   さん（愛知県・34歳）の作品   



3．児童虐待防止脚・リーフレットの作成・配布   

児童虐待防止推進月間等周知のためのポスター・リーフレットを作成し、都道府県、   

市町村、学校、警察その他関係機関及び関係団体等に幅広く配布し、国民⊥般に向け   

ての広報啓発を行います。   

【作成・配布数】  

○ ポスター   約25万枚  ○ リーフレット 約300万部  

主唱：陸生労働当、内閣府   

助けての  
小さなサイン  
受け止めて  

言葉にできない子どもの悲鳴を  
見ない、聞かない、も虐待です。  

虐待を受けたと思われる子どもを見つけたときは、児童相談所や  

市町村の窓口などに連絡（通告）してください。連絡（通告）した  

人の秘密は法律で守られています。出産や子育てに悩んでいたら、  

児童相談所や市町村の窓口に相談してください。  

オレンジリボン・キャンペーン  

挿や1  オレンジリボン   

11月は児童虐待防止推進月間です，   



4．全国フォーラムの開催（添付パンフレット参照）   

「子どもの虐待防止推進全国フォーラムin しが 子どもの幸せのために～虐待・い  

のちを考える～」を次のとおり開催します。  

（1）開催日時（2日間）  

平成20年11月2日（日）  13：00～16：45  
3日（月・祝） 9：45～13：00  

（2）メイン会場  

「滋賀県立芸術劇場びわ湖ホール」 滋賀県大津市打出浜15－1ほか  

（3）プログラム   

【11月2日（日）：1日目】  

○ プレイベント （12：15～12：35）子どもたちによる和太鼓演奏  

○ 開会式（13：∞～13：30）  

○ 基調講演（滋賀県知事） （13：30～14：15）  

○ シンポジウム（14：30～16：45）  

「子どもの幸せのために～虐待・いのちを考える～」   

【11月3日（月・祝）：2日目】  

○ 分科会（4分科会構成）（9：45～11：45）  

第1分科会「子ども虐待防止に向けた民間団体と自治体との協働について」  

第2分科会「周産期からの保健、医療、福祉の連携について」  

第3分科会「市町村の要保護児童対策地域協議会と児童相該所、学校等関係機  

関との連携について」  

第4分科会「子どもの権利擁護とこれからの社会的養護のあり方について」  

○ 全体会・閉会式 （12：15～13：00）  

5．オレンジリボン・キャンペーンの取組について   

子ども虐待のシンボルであるオレンジリボンを使用し、民間・地方自治体・国が11  

月の児童虐待防止推進月間を中心に、トータルな形で実施します（地方自治体、民間団  

体の取組例については、別紙1、2参照）。  

【基本方針】   

ややもすれば関係者中心となりがちの講演会型のキャンペーンだけでなく、広く一般  

の関心を高めるような、シンボル的施設のオレンジライトアップやイルミネーション、  

市民参加によるパレード等のスタイルで実施する。   

「特定非営利活動法人児童虐待防止全国ネットワーク」が中心となって実施する民間  

レベルの取組を積極的に応援するとともに、児童虐待防止対策協議会の場を活用し、民   



間・地方自治体■国が連携し、一体となったキャンペーンを展開する。  

【実施に当たってのポイント】   

単にイベントを実施するのではなく、「オレンジリボン・キャンペーン」を通じて、  

伝えたいこと、広げたいことが明確に一般市民に届くような企画・運営を行う。  

《オレンジリボン■キャンペーンを通じて届けたいメッセージの例》  

○ まずは身近な自分の子育てを振り返ってみてほしい  

○ もし、子育てに悩んでいる人がいたら、ひとりで抱え込まずに相談してほしい  

○ もし、虐待で苦しんでいる子どもたちがいたら、がまんしないで打ち明けてほしい  

○ 自分の周囲で虐待が疑われる事実を知ったときは、跨躇なく通報してほしい  

○ 虐待を受けた子どもたちの自立に向けた支援の輪に加わってほしい（寄付でも、ボ   

ランティアでも）  

○ もし可能なら、虐待を受けた子どもたちのための親代わり（里親）になってみてほ   

しい。  

6．児童虐待防止対策協議会（第12回）の開催（メンバーは別紙3参照）   

児童虐待防止対策に関する府省庁等及び関係団体が一堂に会し、児童虐待に関する   

情報と意見交換を行い、相互の連携強化を図るなど、総合的な取組を推進するため、   

児童虐待防止法が施行される直前の平成11年度から年1回程度、標記協議会を開催   

してきました。平成20年度においても、「児童虐待防止推進月間（11月）」を契   

機として、児童虐待防止のための広報・啓発活動をはじめ、家庭や学校、地域など社   

会全般にわたり、各種の児童虐待防止活動のより一層の促進が図られるよう、次のと   

おり協議会を開催します。  

【日  程】10月24日（金）15：30～17：00  

【場  所】 厚生労働省9階 省議室  

【議  題】   

（1）政府における児童虐待防止に向けた取組等について   

（2）児童虐待防止対策協議会参加団体の取組等について   

（3）児童虐待防止に向けた連携強化等を図るための意見・情報交換 など  

【取材一傍聴】   

本協議会は公開とし、記者等の皆様の取材・傍聴は自由ですので、取材・傍聴を希望   

される方は、10月23日（木）17：00までに虐待防止対策室（内7799）までお申   

し込みください（カメラ撮りは冒頭の挨拶時のみ可（15：30～15：40予定））。   



平成20年度地方自治体におけるオレンジリボンキャンペーンの主な取組（予定）  

「児童虐待防止推進月間」に合わせ、都道府県・市町村において、児童虐待防止  

に向けた様々なキャンペーン、イベントなどが予定されています。  

各自治体におけるオレンジリボンキャンペーンの活動内容は、特定非営利活動  

法人「児童虐待防止全国ネットワーク」・オレンジリボン運動事務局のウェブ  

サイト（http：／／www．0rangeribbon．jp／index．php）で公表される予定です。  

自治体名   主な取組内容（予定）   

○ オレンジリボン街頭キャンペーン（11月1日）  

駅、商店街等でのリボン、啓発パンフレットの配布等  

O「ストップ・子ども虐待」（大学生による児童虐待対応劇の上演や地域活動実践報告）  

岩手県  11月1日 盛岡会場 13：30～15：30 11月15日 宮古会場 13：30～15：30  
11月22日 奥州会場 13：30～15：30  

【問合せ先】 岩手県保健福祉部児童家庭課健全育成担当  
電話 019－629－5461   

○ オレンジリボン街頭キャンペーン（11月8日：秋田市）  

リボンシール、ロゴ入り巾着、チラシ等の配布  

秋田県         ○ 県庁舎正面イルミネーション看板の設置  

【問合せ先】 秋田県健康福祉部子育て支援課家庭福祉班  
電話 018－860－1344   

○ 県登録有形文化財（昭和庁舎・群馬会館）のオレンジライトアップ（11月中）  

○ サッカーJリーグ「ザスパ草津」との連携によるオレンジリボンキャンペーン（10月19日）  

O「ぐんまこどもの国児童会館」、「ぐんま子ども子育て学（楽）会」等でのオレンジリボンの  

群馬県  作成  

○ 虐待防止のための映画上映t講演会の開催  

【問合せ先】 群馬県健康福祉部子育て支援課  
電話 027－226－2628   

○ 都庁舎のオレンジライトアップ（11月1日～3日午後6～8時）  

○ サッカーJリーグ「FC東京」と連携したイベント等の開催（10月26日：味の素スタジアム）  

○ ケンタッキー・フライド・チキンと協働したオレンジリボンキャンペーン  

キャラクター像にたすき着用、店内にポスター等掲示、従業員のリボンバッジ着用（都内  
東京都  147店舗、たすきについては11月1日～19日。それ以外は11月中）  

○ 区市町村の啓発キャンペーンへの取組を掲載したポスター・チラシ作成  

【問合せ先】 東京都福祉保健局少子社会対策部計画課児童相談所運営担当係  
電話 03－5320－4205  



○ 児童虐待防止講演会（11月1日：基調講演、関係団体の活動報告等）  

○ 街頭キャンペーン、キャラバン隊の派遣  

○ 県下一斉オレンジリボンPR活動  

・プロ野球BCリーグ「冨山サンダーバーズ」、サッカーJFL「カターレ富山」、バスケットボ  
富山県  

－ルbjリーグ「富山グラウジーズ」との連携によるPR  

■ オレンジリボンPR電車の運行、「とやま子育て応援団」加盟店舗との連携によるPR  

【問合せ先】 富山県厚生部児童青年家庭課  
電話 076－444－3208   

○ オレンジリボンオブジェの設置  

○ オレンジリボンステッカーの県市町村公用車への貼付  

愛知県          ○ 県民向けPR冊子の作成・配布  

【問合せ先】 愛知県健康福祉部児童家庭課要保護児童対策グループ  
電話 052－954－6281   

○ オレンジリボンツリーの作成及び巡回展示  

○ 大型児童館みえこどもの城でのオレンジリボン啓発参加型事業の実施  

○ 県総合文化センターのオレンジリボンイルミネーション設置（11月22日～12月25日）  

三重県              ○ オレンジリボンエコバッグの配布  

○ 里親制度普及啓発のためのシンポジウム開催（11月24日）  

【問合せ先】 三重県健康福祉部こども局こども家庭室児童福祉グループ  

電話 059－224－2883   

O「まわりの子どもに関心をもってください～児童虐待防止オレンジリボンヰヤンペーン～」  

オープニングセレモニーの開催（11月1日：大阪市、堺市と合同）  

・ユニバーサル・スタジオ・ジャパンにおいて（株）ユー・卑ス・ジェイ等周辺企業と一体と  

なってオレンジリボン・セレモニーを実施  

・府知事・大阪市長・堺市長による月間開始宣言  

・大阪府警察音楽隊による演奏  

大阪府  
○ 府内全域における啓発・リボンキャンペーン  

・ケンタッキー・フライド・チキンのキャラクター像にたすき着用  

・府職員、市町村職員、府民、民生委員等のリボン着用、公用車等へのリボン貼付  

・リボンポスターの掲出、広報啓発グッズの配布  

○ サッカーJリーグ「ガンバ大阪」との連携によるPR（11月8日）  

○ フィナーレセレモニー（11月30日大阪市、堺市と合同開催）  

【問合せ先】 大阪府健康福祉部児童家庭室家庭支援課育成グループ  
電話 06－6941－0351   

○ サッカーJリーグ「京都サンガ」との協働によるオレンジリボンキャンペーン  

オレンジリボンキャンペーン啓発グッズの配付、府知事がチームをキャンペーン大使に  

任命、府内2会場で親子サッカー教室を開催等  

京都府            ○ 北近畿タンゴ鉄道におけるキャンペーン啓発車輌の運行  

○ 府児童福祉施設連絡協議会と連携したイベント開催  

【問合せ先】 京都府健康福祉部家庭支援課  
電話 075－414－4582  



○ 近江大橋西詰の電飾「光のオブジ工」  

○ 新聞媒体、FM滋賀など広報媒体を使ったPR展開  

○ 協力企業によるオレンジリボンの着用、リボンステッカー、横断幕の掲示によるPR  

滋賀県              ○ 県や市町、オレンジリボン隊による啓発活動、PRグッズ配布  

0「子どもの虐緯防止推進仝国フォーラムinしが」開催（11月2～3日＝厚生労働省主催）  

【問合せ先】 滋賀県健康福祉部子ども・青少年局  

電話 077－528－3551   

○ ラッピングバスの運行（20年11月～21年10月）  

11月4日 ラッピングバス出発式、街頭キャンペーン隊出発式（県庁前広場）  

○ 街頭キャンペーン  

11月 4日JR奈良駅前近辺   11月 9日 橿原市内 ショッピングモールアルル  

奈良県  11月30日 近鉄八木駅、奈良県橿原文化会館付近  

○ 講演会、シンポジウムの開催（11月30日 奈良県橿原文化会館大ホール）  
講演会講師 ジェフ・バーグランド氏  シンポジウム 山懸文治教授ほか  

【問合せ先】 奈良県福祉部こども家庭局こども家庭課  

電話 0742－27－8605   

○ プロ野球「広島乗洋カープ」主催試合（9月27日：対ヤクルト戦）を利用したキャンペーン  

の実施（サッカーJリーグ「サンフレッチェ広島」、広島交響楽団の協力あり）  

○ 児童虐待防止推進月間中に里親、児童養護施設、市町、地域の各種機関と協力し、子  
広島県  育てに関する主要な相談機関を一覧した広報ツールを作成配布  

【問合せ先】 広島県健康福祉局総務管理部こども家庭課児童虐待防止・DV対策室  

電話 082－513－3167   

○ 海峡メッセ「海峡ゆめタワー」のオレンジリボンイルミネーション  

○ 県内バスの車体広告  

山口県          ○ オレンジリボン街頭キャンペーン（9月1日）の実施  

【問合せ先】 山口県健康福祉部子ども未来課  
電話 083－933－2744   

○ サッカーJリーグ「大分トリニータ」との連携によるオレンジリボンキャンペーン  

・11月9日大分トリニータVSジェフユナイテッド千葉戦  

大分県  
・啓発物品やリーフレットの配布、選手からのメッセージVTRを電光掲示板で放映  

○ 街頭電光掲示板等による広報  

【問合せ先】 大分県福祉保健部少子化対策課  

電話 097－506－2707   

○ オレンジリボン、横浜市こども虐待防止シンボルマークのラッピングバスの運行  

神奈Jtl県  

横浜市  横浜市こども青少年局こども家庭課児童虐待防止担当  

電話 045－671－4288   

O「カワサキハロウイン2008」におけるオレンジリボンキャンペーン（10月25～26日）  
神奈川県  

川崎市     【問合せ先】  川崎市市民・こども局こども本部こども支援部こども福祉課  

電話 044－200－2673  



○ サッカーJリーグ「清水エスパルス」との協働によるオレンジリボンキャンペーン  

静岡県  
・選手を「市児童虐待防止キャプテン」に任命し、腕章を交付。虐待防止宣誓書に署名  

・10月26日、エスパルス主催試合において、来場者への啓発品配布、映像放映等実施  静岡市  

【問合せ先】  静岡市児童相談所  

電話 054－275－2871   

O NPO法人と協働した児童虐待防止キャンペーン  
○ サッカーJリーグ「グランパスエイト」との連携によるPR  

愛知県  
名古屋市  

【問合せ先】  名古屋市子ども青少年局子ども育成部子ども福祉課  

電話 052－972－2519   

O「まわりの子どもに関心をもってください～児童虐待防止オレンジリボン・キャンペーン～」  
オープニングセレモニーの開催（11月1日：大阪市、堺市と合同）  

・ユニバーサル・ネタジオ・ジャパンにおいて（株）ユー・エス・ジェイ等周辺企業と一体と  

なってオレンジリボン・セレモニーを実施  

一 府知事・大阪市長・堺市長による月間開始 

・大阪府警察音楽隊による演奏  

大阪府  
○ 大阪市庁舎のオレンジライトアップ  

大阪市  
○ 府内全域における啓発・リボンキャンペーン  

・子どもによるリボン作成・参画  

・市職員、市民、民生委員等のリボン着用  
リボンポスターの掲出、広報啓発グッズの配布  

○ 児童虐待防止講演会の実施  

○ フィナーレセレモニー（11月30日大阪府、堺市と合同開催）  

【問合せ先】 大阪市こども青少年局子育て支援部こども家庭支援担当  
電話 06－6208－8047   

O「まわりの子どもに関心をもってください～児童虐待防止オレンジリボン・キャンペーン～」  
オープニングセレモニーの開催（11月1日：大阪市、堺市と合同）  

・ユニバーサルースタジオ・ジャパンにおいて（株）ユー・エス・ジェイ等周辺企業と一体と  

なってオレンジリボン・セレモニーを実施  

・府知事・大阪市長・堺市長による月間開始 

・大阪府警察音楽隊による演奏  

大阪府  

堺 市   ・ケンタッキー・フライドーチキン、不二家のキャラクター立像にたすき着用  

・子どもによるリボン作成・参画  

・市職員、市民、民生委員等のリボン着用、公用車へのリボン貼付  

－リボンポスターの掲出、広報啓発グッズの配布  

○ フィナーレセレモニー（11月30日大阪府、大阪市と合同開催）  

【問合せ先】 堺市子ども青少年局子育て支援部子ども家庭課  
電話 072－228－7331   

○ 神戸海洋博物館及び市庁舎オレンジライトアップ  

○ 市内各所での啓発  

・全日本女子ハーフマラソン大会等各種スポーツ大会でのPR  
兵庫県  

・関係機関と連携した街頭キャンペーン実施  

神戸市                ○ 市職員等のオレンジリボン着用  

【問合せ先】 神戸市保健福祉局子育て支援部母子養護係  
電話 078－322－5211  



○ 子育て支援合同イベント「わらべの日」での啓発活動  

○ プロ野球OB「マスターズリーグ」との連携によるイベント開催  

福岡県 北九州市          ○ 啓発パンフレット、オレンジリボン啓発グッズの作成t配布  
【問合せ先】 北九州市子ども家庭局子ども総合センター  

電話 093－881－4556   

○ 市役所庁舎1階ロビーヘのオレンジリボンツリーの掲出  

○ オープニングセレモニー（11月1日）  

リボンラッピング電車の運行開始式、オレンジリボン・チラシの配布、パネル展示  

熊本県              ○ サッカーJリーグ「ロアツソ熊本」と連携したPR  

熊本市                 ○ 児童虐待防止推進講演会の開催  

【問合せ先】 熊本市子ども未来局子ども育成部子ども政策課要保護児童対策室  

電話 096－328－2158   

○ オレンジリボンキャンペーンの実施  

・保育園、幼稚園、小中学校等の児童によるオレンジリボンの作成及び保護者への配付  

－「こどもまつり子育て支援メッセいしかリ2008」（10月25～26日予定）におけるPR  

北海道  ・キャンペーンテーマ曲、児童虐待防止メッセージフイルムを作成し講演会等でPR   

石狩市  ○ 児童虐待防止講演会等の実施（12月6日予定）  

・保育園、幼稚園等で「子どもへの暴力防止に関するワークショップ」を実施  

【問合せ先】 北海道石狩市保健福祉部こども室こども相談センター  

u 電話 0133－72－3159   

○ 虐待に対する認識を高めるための講演会、演劇（ゼンマイ座）公演  

○ パンフレットボールペン配布（相談先の周知）  
秋田県 美郷町          ○ 職員のオレンジリボン着用  

【問合せ先】 秋田県美郷町福祉保健課福祉班  
電話 0187－84－4907   

○ オレンジリボン啓発広告バスうツビング／〈スの運行（20年10月～21年3月）  

○ 市庁舎ロビーにPRショップを設置（11月）  

群馬県          ○ 駅前電光掲示板表示、懸垂幕・横断幕等の掲出（‖月）   

高崎市  ○ 市本庁舎のオレンジライトアップ（調整中）（11月）  

【問合せ先】 群馬県高崎市保健福祉部こども家庭課  

電話 027－321－1315   

O「おうら祭り」、「おたふく祭り」、町民体育祭における児童虐待防止PR  

群馬県  
○ 虐待・いじめなどを取り上げた演劇公演  

邑楽町  ○ 全戸に児童虐待防止啓発パンフレットを配布  

【問合せ先】 群馬県邑楽町福祉課児童福祉係  

電話 0276－88－5511   

○ 児童虐待防止に関する講演会（9月20日）  

○ オレンジリボン・イルミネーションの設置（11月1日～30日）  

○ 公用車、コミュニティーバス等へのオレンジリボン貼付等（11月1日～30日）  

栃木県               ○ 駅前における街頭活動及びパレードの実施（11月1日）  
小山市  

○ 親子ふれあいコンサート ～けんたろうお兄さんといっしょ～（10月25日）  

【問合せ先】 栃木県小山市保健福祉部子育て支援課  
電話 0285－22－9626・9627  



○ オレンジリボンキャンペーン（11月7日：JR千里丘駅前のデコレーション、子どもの楽器  

演奏等）  

○ オレンジリボンパレード（11月13日：阪急正雀駅付近でのパレード等）  

大阪府              ○ 市役所ロビーコンサート（未定）  

摂津市                 ○ 市職員のリボン着用、公用車のリボンのステッカーの貼付、講演会の開催  
【問合せ先】 大阪府摂津市保健福祉部子ども育成課  

電話 06－6383－1111   

○ オレンジリボンのモニュメント（広告塔）作成・設置  

○ オレンジリボンラッピング電車の運行、啓発グッズ配布  

滋賀県           ○ 公用車へのオレンジリボンマグネット貼付、庁舎に懸垂幕設置  
大津市  

【問合せ先】 滋賀県大津市こども家庭相談室  
電話 077－528－2688   

○ 相談先の周知を目的とした保育園・幼稚園・小学校等における紙芝居、指人形、寸劇等  

の実施（21年1月以降）  

滋 賀 県         ○ 市庁舎窓口、図書館等に児童虐待防止コーナーを設置   

東近江市   ・オレンジリボンの掲示、関連図書の閲覧、公用車のステッカー貼付  

【問合せ先】 滋賀県東近江市子ども支援センター「ひばり」  

電話 0748－24－5663   
○ オープニングセレモニー（オレンジイルミネーション点灯、オレンジボトルタワー設置）  

○ サッカーJリーグ「徳島ヴォルティス」と連携したPR  

○ オレンジリボン・ルミネバネル展示、来場者による大型リボン作成  

徳島県               ○ 保育所・幼稚園・小学校・中学校・高校生によるオレンジカラーバリエーションの表現  
鳴門市  

○ プロの音楽グループによるミニコンサート ■  

【問合せ先】 徳島県鳴門市市民福祉部子どもいきいき課  

電話 088－684t1209   

○ 各自治体における取組は9月現在の予定であり、今後変更されることがあります。  

○ 詳細につきましては、それぞれの都道府県・市町村担当部局にお問い合わせ下さい。  

○ この一覧表に掲載されていない自治体においても、キャンペーン等を実施している場合があり   

ます。   



平成20年度オレンジリボンキャンペーン（予定）  

（地方自治体における特色ある主な取組事例）   

○ シンボル施設等のオレンジライトアップ等  

昭和庁舎、群馬会館（県庁周辺の登録有形文化財）  

・ 東京都庁舎  

三重県総合文化センター  

・ 愛知県庁舎  

びわ湖近江大橋  

海峡メッセ下関「海峡ゆめタワー」  

大阪市庁舎  

神戸海洋博物館、神戸市庁舎  

高崎市本庁舎（調整中）   

○ プロ野球、プロサッカー（」リーグ）等スポーツ、文化団体との連携  
サッカーJリーグ「ザスパ草津」との連携によるイベント実施  

サッカーJリーグ「FC東京」との連携によるイベント実施  

プロ野球BCリーグ「富山サンダーバー ズ」、サッカーJFL「カター  

レ富山」、バスケットボールb jリーグ「富山グラウジーズ」との連携  

によるイベント実施  

・ サッカーJリーグ「京都サンガ」との連携によるイベントの実施  

・ サッカーJリーグ「ガンバ大阪」との連携によるイベント実施  

・ サッカーJリーグ「サンフレッチェ広島」、プロ野球「広島東洋カープ」、  

広島交響楽団との 連携によるイベント実施  

サッカーJリーグ「ロアッソ熊本」との連携によるPR実施  

サッカーJリーグ「大分トリニータ」との連携によるイベント実施  

サッカーJリーグ「清水エスパルス」との連携によるイベント実施  

サッカーJリーグ「徳島ヴォルティス」との連携によるイベント実施  

【群馬県】  

【東京都】  

【三重県】  

【愛知県】  

【滋賀県】  

【山口県】  

【大阪市】  

【神戸市】  

【高崎市】  

【群馬県】  

【東京都】  

【富山県】  

【京都府】  

【大阪府】   

【広島県】  

【熊本市】  

【大分県】  

【静岡市】  

【鳴門市】  

プロ野球OB「マスターズリーグ」との連携によるイベント実施  【北九州市】  

○ 電車、バス等の公共交通機関のオレンジリボンラッピング  

富山県、京都府、奈良県、横浜市、大津市、熊本市、高崎市等において、電車、バ  

ス等公共交通機関の車体広告、ラッピング等による運行   

○ その他  

・大学生による児童虐待対応劇の上演  【岩手県】  

・ユニバーサル・スタジオ・ジャパンにおけるオープニングセレモニーの開催  

【大阪府・大阪市・堺市】  

「カワサキハロウイン2008」におけるキャンペーン実施  

神戸全日本女子ハーフマラソン大会等各種スポーツ大会でのPR  

鳴門教育大学協力による「リトミック遊びを通してスキンシップを深め  

虐待防止に繋げる」～親子ふれあいリズム～  

【川崎市】  

【神戸市】   

【鳴門市】   



別紙2  

平成20年度 子ども虐待防止オレンジリボン運動 民間の取り組み（イベント等）  

〔順不同〕   
名称   主催   日時   場所等  内容   

全国虐待防止  
全国子育て・虐待防止ホット イン  日本子どもの虐待防 止トワ 
ラ  民間ネッーク   

国  施）   

全国一斉オレンジリボン街頭   NPO法人児童虐待防  
止全国ネットワークな  

全 国  都内4ケ所など 全国20ケ所以  

配布  
ど   上   

を配布し、啓発する。   

募集締切：9月  
「オレンジリボンボイス」募集・  NPO法人児童虐待防   30日  

表彰   表彰：＝月30日  全 国  表彰式：星陵 会館（東京・千 代田区）  「あなたの考えた虐待防止策」を募集。自身の経験に基づいた    止全国ネットワーク     事、あなたの出会った虐待の事例からなど。   
子どもたちの虐待死を悼み命  NPO法人児童虐待防  11月30日（日）   東  
を讃える市民集会＆パレード  止全国ネットワーク  京   

第12回日向ぼっこ座談会「どうし  特定非営利活動法人社   日向ぼっこサ  社会的養護の当事者が中心となり、子ども虐待の予防策など   
9月28日（日）  東       たら子ども虐待はすくなくなる？  
みんなで本気で考えよう」   推進団体日向ぼっこ  京  

第2回日向ぼっこ展覧会「施設で  特定非営利活動法人社   日向ぼっこサ  社会的養護の当事者が中心となり、児童養護施設で生活して   
10月17～19日 （金～日）  東 京      生活している子どもたちの気持  会的養護の当事者参加    ロン（東京・新  いる子どもたちの絵画などをサロンに展覧する。入退場自由。  ち 
、一緒に悪じましょう」   推進団体日向ぼっこ  宿区）   お茶スペースも。   

10月17日（金）  

オレンジリボン勉強会   
社団法人東京青年会    午後7時00分～  
議所  京   

MC二 柴田栗橋子さん（フリーアナウンサー）   

8時30分（予定）   

子ども虐待防止オレン  神  
子ども虐待防止オレンジリボ   ジリボンたすきリレー  川～川崎～横浜からゴールの横浜ゲランモール公園を目指し   
ンたすきリレー  奈  

実行委員会   川   ベントを実施予定。   

神  
平成20年度 公開講座   

子どもの虹情報研修 センター  11月14日（金）   奈 川  子どもの虹情 報研修セン タ 
ー（横浜）   

オレンジリボンキャンペーン街 パレ 長   長野駅前～善   街頭での啓発活動とパレード 
頭啓発及びード   から守る会   野   光寺   

児童虐待防止講演会   
ながの子どもを虐待 から守る会  11月29日（土）   長  

野   

岐阜オレンジリボンたすきリ  
11月23日（日）  
～11月24日  岐   岐阜県中津川  

レー   すきリレー実行委員会    （月・祝）  阜   市～岐阜市   

子育てほっとダイヤル   NPO法人MCサポート  11月19日（水）  重  MCサポートセ ンターみっくみ え事務所  11月19日「いい いくじのひ」、24時間体制で助産師リレ理カウ   センター  ～20日（木）    ンセラー・小児科医・看護師・管理栄養士・保育士   
子どもの虐待ホットライン「夜 間電話相談」  特定非営利活動法人 児童虐待防止協会  11月4日（火）～ 11月8日（土）  大 阪  特定非営利活 動法人児童  

虐待防止協会   

「まわりの子どもに関心をもっ   
特定非営利活動法人  ユニバーサル  
児童虐待防止協会  大    スタジオ・ジヤ  

レンジリボン・キャンペーン」事  
他   阪    ／くン等   

・サッカーJリーグ「ガンバ大阪」との連携によるPR（11月8日）   

業  ウイナーレセレモニー（11月30日：自治体と合同開催）   

神戸オレンジリボン推  
チャリティーコンサート  進プロジェクトグルー  兵 庫  神戸市   

「神戸の街をあたたかなオレンジ色に…」という想いを込めたイ  

プ   
ベント。ママさんコーラスなどが参加。   

」につ  

特定非営利活動法人  講演会：11月28  鳥  

平成20年度ストップ・子ども の虐待in鳥取  
11月他  

取  講演会：鳥取   

岡山市オレンジリボンキヤン  特定非営利活動法人  わくわく：11月2日   
・「わくわくこどもまつりin岡山ドーム」へ参加（パネル展示、救  

ペーン   岡 山  岡山ふれあい      （日）フォーラムー    急絆創膏＆リボン・チラシ配 メッセージボードづくり〔後日展    岡山市子どもセンター  11月16日（日）   センター  示〕） 

、「オレンジリボンフォーラム」開催等   

特定非営利活動法人 どセン 
11月の園・学校だよりにオレンジリボンシールを添付、関連記  

オレンジリボンシール大作戦  
岡山市子もター   岡 山  岡山市内   事を掲載し配布（市内保育園、幼稚園、小学校、中学校330校 園）   

12月13日（土）   日本の現状を踏まえ、子どもの虐待防止、健全育成を図るた  
日本子ども虐待防止学会第  日本子ども虐待防止    広  
14回学術集会ひろしま大会  学会   島   

プレ企画  的に大会を開催  



児童虐待防止対策協議会メンバー  

（平成20年9月現在）  

（府省庁及び裁判所）   

1内閣府政策統括官（共生社会政策担当）   

2 警察庁生活安全局   

3 法務省人権擁護局   

4 文部科学省生涯学習政策局   

5 厚生労働省雇用均等・児童家庭局   

6 最高裁判所事務総局家庭局  

（関係団体）   

1（社）青少年育成国民会議   

2（社）全国保健センター連合会   

3（社）日本医師会   

4（社）日本看護協会   

5（社）日本歯科医師会   

6（社）日本PTA全国協議会   

7 全国家庭相談員連絡協議会   

8 全国国公立幼稚園長会   

9 全国児童自立支援施設協議会  

10 全国児童相談所長会  

11全国児童養護施設協議会  

12 全国情短施設協議会  

13 全国人権擁護委員連合会  

14 全国乳児福祉協議会  

15 全国保健師長会  

16 全国保健所長会  

17 全国民生委員児童委員連合会  

18 全国養護教諭連絡協議会  

19 全国連合小学校長会  

20 全日本私立幼稚園連合会  

21日本子ども家庭総合研究所  

22 日本子ども虐待防止学会  

23 日本弁護士連 

24（福）子どもの虐待防止センター  

25（福）日本保育協会  

26 日本私立小学校連合会  

27 日本私立中学高等学校連 

28 全国高等学校長協会  

29 全日本中学校長会  

30（特）チャイルドライン支援センター  

31（財）全国里親会  

32 全国母子生活支援施設協議会  

33（社）全国私立保育園連盟  

34 日本子どもの虐待防止民間ネットワーク  

35 子どもの虹情報研修センター  

36（特）児童虐待防止全国ネットワーク  

37 全国児童家庭支援センター協議会  

38 全国自立援助ホーム連絡協議会  

39 全国保育協議会  

40（福）全国社会福祉協議会  

41（福）日本助産師会   



「生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業に係るガイドライン」  

策定に関する有識者・実務者会議 開催要綱（改訂版）  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

1．目的   

生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業については、自治体における   

事業実施上のさまざまな課題がある一方、これら事業の効果的な実施は子育て支援およ   

び虐待防止対策の観点からも重要な課題である。   

そこで、今後両事業の効果的な実施と全国的な普及をすすめるためには、自治体が取   

り組むにあたっての具体的なガイドラインを検討し、策定する必要がある。   

このため、雇用均等・児童家庭局総務課長が学識経験者・実務者等に参集を求め、子   

育て支援・児童虐待防止の観点から、「生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭   

訪問事業に係るガイドライン」の策定についての検討を行うこととする。  

2．構成  

（1）有識者・実務者会議の構成員は別紙のとおりとする。  

（2）事務局は雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室に置く。  

3．検討項目  

（1）生後4か月までの全戸訪問事業および育児支援家庭訪問事業の課題整理  

（2）「生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業に係るガイドライン」  

（以下「ガイドライン」）案の作成  

（3）「ガイドライン」案についての自治体意見の収集  

（4）「ガイドライン」の策定  

4．運営  

会議の運営に関する事務は、雇用均等・児童家庭局総務課が行う。  

5．その他  

この要綱に定めるもののほか、有識者・実務者会議の運営に閲し必要な事項について   

は、会議メンバーと事務局との協議の上定める。  

本会議は、原則公開とする。   



（別紙）  

「生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業に係るガイドライン」  

策定に関する有識者・実務者会議 構成員名簿  

（50音順）  

氏  名   所  属 ・ 職  名   

一 條 浩   埼玉県中央児童相談所 副所長   

来生 奈巳子   国立看護大学校 准教授   

児玉 紀久子   習志野市健康支援課 保健師   

笹井 康治   沼津市子育て支援課 課長補佐   

佐藤 拓代   東大阪市保健所 所長   

関岡 干津野   松山市子育て支援室 保育士   

中板 育美   国立保健医療科学院‘公衆衛生看護部 主任研究官   

厚生労働省・雇用均等・児童家庭局総務課   

虐待防止対策室 室長  杉上 春彦  

室長補佐  藤田 智夫  

室長補佐  千正 康裕※  

調整係長  伴野 康和  

主査  石田 周平  

福祉指導専門官 相澤 孝予（事務局）  

オブザーバー   

母子保健課  企画調整係長  

主査  

母子保健係長  

企画法令係  
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※下線：改訂部分   

改訂理由：平成20年7月11日付人事異動等による事務局職員の変更   




